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第一部【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第６期、第８期及び第９期は当期純損失が計上されているた
め記載しておりません。 

３ 株価収益率につきましては、第６期、第８期及び第９期は当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
４ 第７期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定につい
て、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 第７期より、臨時雇用人数の総数が従業員数の100分の10以上となったため、外書きして記載しております。 
６ 第９期は、連結子会社であったビー・ビー・ケーブル株式会社の全株式を譲渡したことにより、連結子会社が無くなった
ため、連結貸借対照表を作成しておりません。従って、連結貸借対照表に関連する各指標は記載しておりません。 

７ 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしました。当
該株式分割が第10期期首に行われたと仮定した場合の、第10期における１株当たり純資産額は77円50銭、１株当たり当期
純利益金額は48円43銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は46円24銭であります。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 10,785,291 10,255,003 11,364,079 10,979,685 9,275,185 
経常利益 
又は経常損失(△) 

(千円) 2,086,723 811,092 △599,986 293,872 2,739,221 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △614,233 533,757 △1,178,046 △513,454 1,645,319 

純資産額 (千円) 1,975,585 2,509,911 1,352,468 ― 2,690,100 
総資産額 (千円) 6,126,902 6,149,200 6,375,271 ― 4,999,829 
１株当たり純資産額 (円) 239.25 303.90 162.69 ― 155.00 
１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) △76.63 64.63 △142.11 △61.42 96.86 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― 62.50 ― ― 92.47 

自己資本比率 (％) 32.2 40.8 21.2 ― 53.8 
自己資本利益率 (％) △28.4 23.8 △61.0 ― 92.4 
株価収益率 (倍) ― 10.82 ― ― 27.1 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 724,900 801,070 △488,735 3,689,743 1,881,757 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △352,365 △644,968 △1,462,454 382,848 △1,306,117 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △33,401 △149,437 1,770,400 △2,769,741 123,969 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 431,319 437,983 257,193 1,560,043 2,261,445 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 46 
67 
(10) 

103 
(22) 

― 
103 
(16) 



(2) 提出会社の経営指標等 
  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第６期及び第９期は当期純損失が計上されているため記載し
ておりません。 

３ 株価収益率につきましては、第６期及び第９期は当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
４ 第７期より１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定につい
て、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

５ 第７期より、臨時雇用人数の総数が従業員数の100分の10以上となったため、外書きして記載しております。 
６ 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしました。当
該株式分割が第10期期首に行われたと仮定した場合の、第10期における１株当たり純資産額は79円54銭、１株当たり当期
純利益金額は50円52銭、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は48円24銭であります。 

  

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (千円) 10,785,291 10,254,923 11,184,699 10,935,382 8,634,829 
経常利益 (千円) 2,087,535 1,664,309 1,855,047 2,168,659 2,785,501 
当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(千円) △613,403 1,033,936 755,345 △2,947,853 1,716,515 

資本金 (千円) 510,810 511,092 521,319 536,678 623,828 
発行済株式総数 (株) 8,257,500 8,259,000 8,313,400 8,395,100 17,356,400 
純資産額 (千円) 1,976,414 3,010,918 3,786,868 869,746 2,761,122 
総資産額 (千円) 6,111,989 6,424,702 8,794,599 3,675,696 4,973,666 
１株当たり純資産額 (円) 239.35 364.56 455.51 103.60 159.09 
１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
(円) 

― 
(―)

― 
(―)

― 
(―)

― 
(―)

10.00 
(―)

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) △76.53 125.19 91.12 △352.60 101.05 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― 121.07 87.07 ― 96.48 

自己資本比率 (％) 32.3 46.9 43.1 23.7 55.5 
自己資本利益率 (％) △28.4 41.5 22.2 △126.6 94.6 
株価収益率 (倍) ― 5.6 18.0 ― 25.9 
配当性向 (％) ― ― ― ― 9.9 
従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 46 
36 
(8)

49 
(12)

85 
(13)

89
(16)



２ 【沿革】 
  

  

平成８年９月 一般放送事業を行うため、スカイインターナショナル企画株式会社を東京都中央区日
本橋箱崎町24番１号に設立 

平成10年11月 デジタル通信衛星放送、インターネット等のサービスを行うため、株式会社デジタル
クラブに社名を変更 

平成11年１月 株主割当増資を実施、資本金４億円となる 
平成11年３月 日本デジタル放送サービス株式会社(現：株式会社スカイパーフェクト・コミュニケー

ションズ)と代理店契約を締結し、CS会員サービスを開始 
平成11年３月 委託放送事業者とパッケージマーケティング契約を締結し、CS会員への訴求を開始 
平成12年４月 株式額面金額変更のため、株式会社デジタルクラブ(旧社名：ガルバ株式会社)と合併 
平成12年12月 サービス名称を「Club iT(クラビット)」に変更 
平成13年12月 個人向け映像配信サービスの事業主体としてブロードメディア・ティービー企画株式

会社(現：ビー・ビー・ケーブル株式会社)を設立 
平成14年１月 クラビット株式会社に社名を変更 
平成14年３月 提出会社株式が大阪証券取引所ナスダック・ジャパン市場(現：大阪証券取引所ニッポ

ン・ニュー・マーケット「ヘラクレス」)に上場し、資本金５億円となる 
平成14年４月 株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズとの平成13年11月１日付代理店

契約が終了し、新規CS会員獲得業務を終了 
平成14年５月 ビー・ビー・テクノロジー株式会社(現：BBテクノロジー株式会社)とヤフー株式会社

が提供する「Yahoo!BB」と「BBフォン」の取扱いを開始 
平成14年６月 本店を東京都渋谷区神宮前六丁目25番14号に移転 
平成14年７月 ビー・ビー・ケーブル株式会社が、電気通信役務利用放送法に基づく有線役務利用放

送事業者(第１号)に登録 
平成15年３月 個人向け映像配信サービス「BBTV」の東京23区内での商用サービス開始 
平成15年７月 Oy Gamecluster社(フィンランド)と、共同でゲームを中心にしたインタラクティブサ

ービス事業を展開する業務提携契約を締結 
平成15年10月 スピーデラネットワークス社(米国)と、業務提携契約を締結し、CDN(コンテンツ・デ

リバリー・ネットワーク)サービス事業に参入 
平成16年６月 本店を東京都港区赤坂八丁目４番14号に移転 
平成16年９月 ビー・ビー・ケーブル株式会社の全株式を、ソフトバンクBB株式会社(現：BBテクノロ

ジー株式会社)に売却 
平成16年10月 「Gクラスタ」技術を活用したゲームオンデマンドの商用サービス(有料)を開始 
平成17年１月 「BBTV」向けのコンテンツ調達に関し、ビー・ビー・ケーブル株式会社と基本契約を

締結 
平成17年４月 アカマイテクノロジーズ社(米国)の国内最大のリセラーであるCDNソリューションズ株

式会社を子会社化 
平成17年７月 Oy Gamecluster社を子会社化 
平成18年２月 モバイルコマースサイト「My Closet（略称：マイクロ)」をオープンし、モバイルコ

マース事業に参入 
平成18年３月 シーディーネットワークス社(韓国)及び同社の子会社である株式会社シーディーネッ

トワークス・ジャパンと業務提携契約を締結 
    
    
    

    



３ 【事業の内容】 
  
提出会社は、ソフトバンクグループにおいて「放送メディア事業」を統括するソフトバンク・ブロードメディア株式会
社の子会社となっております。平成18年３月31日時点におけるソフトバンク・ブロードメディア株式会社を中心とした
同グループに属する会社の出資関係は、下図に示した通りであります。 
ソフトバンク・ブロードメディアグループが展開する「放送メディア事業」の主たる事業内容は、放送及び通信のブロ
ードバンドインフラ上にアプリケーションやコンテンツの提供を行い、かつそれらの普及促進のための事業を展開する
ことであります。提出会社は同グループの中核事業会社として、上記の事業を幅広く推進しております。 
当連結会計年度において、平成17年４月１日付けで、CDNソリューションズ株式会社の株式の90％を取得し、平成17年
７月１日付けで、フィンランド国Oy Gamecluster社の株式の100％を取得いたしましたので、当連結会計年度から、両社
を新たに連結の範囲に含めております。 
  

(平成18年３月31日現在)
 

 
  
  
  
  
  
  
  
  
提出会社は、技術プラットフォームを持つコンテンツアグリゲータとしての強みを最大限に発揮し、コンテンツ流通
革命の実現を図ることを経営戦略の基本としております。この戦略に基づき、「コンテンツサービス」と「技術サービ
ス」の２つを主軸として、中核事業であるゲームオンデマンド事業、CDN事業、メディアコンテンツ事業の拡大を進めて
おります。また、創業事業であるCS放送サービス事業及びブロードバンド事業については、安定した利益を確保してお
ります。また、新規事業として、モバイル事業を立ち上げ、売上の拡大を目指しております。 
当社グループの事業の種類別セグメントと営んでいる主な事業内容は以下のとおりであります。 
なお、当連結会計年度から、従来の「ブロードバンド関連サービス事業」セグメントを、「ゲームオンデマンド事
業」、「CDN事業」及び「ブロードバンド事業」に変更いたしました。これに当連結会計年度から開始した事業を加え、
６事業の区分で表示しております。 
  



［ゲームオンデマンド事業］ 
ゲームオンデマンド事業は、ブロードバンドを利用してオンデマンドでゲームタイトルを配信・提供する全く新しい
ビジネスを展開しています。同事業は、ダウンロードやインストールなしに各種端末にゲーム等を提供する画期的な技
術「G-cluster(Gクラスタ)」を活用した「技術サービス」と、Gクラスタを基盤としてゲームコンテンツの提供を行う
「コンテンツサービス」を主軸としております。 
「技術サービス」では、国内・海外のオペレータに対するサーバシステムライセンスの提供や国内・海外のセット・
トップ・ボックス(STB)、PC、ゲーム機等への実装により、Gクラスタサービスを提供可能な環境の拡大を目指しており
ます。 
「コンテンツサービス」では、インターネット・サービス・プロバイダー(ISP)やポータル、国内外のゲーム会社等と
の協業を積極的に進めることで、新しいコンテンツ流通市場を確立してまいります。 
なお、提出会社は、平成17年７月１日付けで、Gクラスタの要素技術を所有するOy Gamecluster社を子会社化してお
り、将来にわたる安定した事業展開への基盤を固めました。Oy Gamecluster社は、ソフトウェア制作会社であり、Gクラ
スタの機能の追加や品質の向上などを行っております。 
  
［CDN事業］ 
CDN(コンテンツ・デリバリー・ネットワーク)事業は、コンテンツプロバイダが提供するコンテンツを最適な形で配信
する事業を展開しております。今後は、急速な拡大が予想される大容量コンテンツ配信への対応を強化してまいりま
す。 
平成18年３月、韓国シーディーネットワークス社及び同社の子会社である株式会社シーディーネットワークス・ジャ
パンと提携し、大容量コンテンツ配信や韓国を始めとしたアジア地域に向けた配信の実現、携帯端末などPC以外の多様
な端末への配信等も進めております。 
さらに、自社配信システムを活用し、低価格高品質なエントリーモデルの配信サービスとして「ブロードメディア

®CDN Entry」を提供することにより配信サービスを多様化し、あらゆるマーケットのニーズに対応できる体制を構築い
たしました。また、マーケットの裾野を大幅に拡大するとともに、上位のCDNサービスへのアップグレードを促すこと
で、事業の拡大を目指します。 
また、既に発表されているとおり、米国アカマイテクノロジーズ社(以下、アカマイ社)は、平成17年６月13日、提出
会社CDN事業の提携先である米国スピーデラネットワークス社(以下、スピーデラ社)の買収を完了しております。その
後、アカマイ社は世界各国で両社の配信プラットフォームの統合を進めておりますが、日本においても、提出会社とス
ピーデラ社の契約が満了する平成18年11月をもって、アカマイ社のプラットフォームに統合することになりました。現
在、提出会社はアカマイ社との間でより発展的な事業展開について協議を進めております。 
なお、提出会社は、平成17年４月１日、アカマイ社の国内最大のリセラーであるCDNソリューションズ株式会社を子会

社化し積極的な営業活動を行っており、引き続きサービスを提供してまいります。 
今後も引き続き、顧客のニーズに対応した技術進化を取り入れた最適なソリューションを提供してまいります。 
  



［メディアコンテンツ事業］ 
メディアコンテンツ事業では、コンテンツホルダーからコンテンツを調達し、「BBTV向けのコンテンツ供給」等を行
うほか、提出会社がサービス主体となる「PC向けコンテンツ配信サービス(サービス名称：クラビット・アリーナ)」を
提供しております。ブロードバンドを活用したコンテンツ配信市場の拡大は、一過性の現象ではなく、進化の方向性で
あると捉えております。こうした進化のなかで、同事業では、BBTV事業で培ったコンテンツに対する目利き(知見)、コ
ンテンツホルダーとの良好な関係と実績を強みとして、コンテンツ事業を展開しております。今後は、アグリゲータと
しての知見を活かした独自性のあるコンテンツ配信事業に注力し、コモディティ化する単なるアグリゲーション行為と
一線を画した高度化戦略をさらに進めてまいります。 
  
［ブロードバンド事業］ 
ブロードバンド事業では、BBテクノロジー株式会社の販売代理店として、同社が提供するブロードバンド・インター
ネットサービス「Yahoo！BB」の販売促進並びに利用申込の取次業務などを行っております。同事業では、効率性と収益
性を向上させるために、単に回線を販売するだけでなく、提携先の商材を絡めるなど独自の販売手法を実践しておりま
す。今後は、携帯端末やその他通信関連商材の企画、取り扱いも積極的に行うことにより、通信インフラの更なる普及
と、快適なブロードバンドライフの実現に努めてまいります。 
  
［CS放送サービス事業］ 
CS放送サービス事業では、スカイパーフェクTV!の視聴者に対して、「CSチューナー・アンテナの無料レンタル」や
「番組ガイドを中心とした会報誌の配送」といった独自のサービスを提供する会員組織の企画・運営を行っておりま
す。また、委託放送事業者からチャンネルパッケージ及び特定のチャンネルのマーケティング業務を受託しておりま
す。同事業では、新規会員の獲得業務は既に終了していますが、サービスレベルの維持・向上を継続的に行ってきた結
果、会員の解約は低減しております。また、顧客レンタル用CS放送チューナー・アンテナのリース期間満了やオペレー
ションの効率化等によるコスト削減により、利益率は向上し続けています。今後も一層のサービス向上を図ることによ
り、引き続き解約の低減に努めてまいります。 
  
［その他の事業］ 
 平成18年２月、コマース事業「My Closet(マイクローゼット)」を開始し、４月にはモバイル広告代理店を子会社化し
てモバイル広告事業を開始するなど、事業の立ち上げを急速に進めております。 
今後は、モバイル広告事業を土台とし、コマース事業、ポイントサービス、及び今後展開を予定しているコンテンツ
事業が相互にシナジー効果を創出する事業モデルを早急に構築し、事業規模の拡大を図ってまいります。 
  
  



４ 【関係会社の状況】 
(1) 親会社 

(注) １ ソフトバンク株式会社は、有価証券報告書を提出しております。 
２ 資本金は、平成18年３月末現在のものを記載しております。 
３ 議決権所有割合の( )内は、間接所有の議決権割合で内数となっております。 

  
(2) 連結子会社 

(注) １ 特定子会社に該当しております。 
２ 資本金は、平成18年３月末現在のものを記載しております。 

  
(3) 持分法適用の関連会社 

(注) 資本金は、平成18年３月末現在のものを記載しております。  
  
(4) その他の関係会社 

(注) 資本金は、平成18年３月末現在のものを記載しております。  
  
(注) 平成18年３月末において、ソフトバンク・ブロードメディア㈱は提出会社の発行済み株式の46.9％を保有し、また、同社の

100％子会社であるクラビット・ホールディングス㈱は提出会社の発行済み株式の16.4％を保有しておりましたが、クラビッ
ト・ホールディングス㈱は平成18年４月13日付けで、またソフトバンク・ブロードメディア㈱は平成18年６月８日付けで、そ
れぞれ保有する提出会社株式の全数を、株式貸借契約によりソフトバンク・エーエム㈱へ貸出しております。これらの取引に
より、提出日現在、提出会社の親会社はソフトバンク・ブロードメディア㈱からソフトバンク・エーエム㈱へ変更されており
ます。また、クラビット・ホールディングス㈱は提出会社の「その他の関係会社」ではなくなっております。 

５ 【従業員の状況】 
(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就
業人員数であります。 

２ 従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員(３名)は含まれておりません。 

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有
割合(％)

被所有
割合(％)

    百万円      
ソフトバンク㈱ 
(注)１ 東京都港区 162,916 有価証券の

取得、保有及び運用 ―
66.7
(66.7)

ソフトバンク・ブロードメデ
ィア㈱への100％出資会社 

           
ソフトバンク・ 
ブロードメディア㈱ 東京都港区 100 有価証券の

取得、保有及び運用 ―
66.7
(19.8)

役員の兼任(１名) 

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有
割合(％)

被所有
割合(％)

    百万円      

CDNソリューションズ㈱ 
(注)１ 東京都港区 300 コンテンツ・デリバリー・

ネットワークの提供 90.0
 
― 
  

― 

    ユーロ      

Oy Gamecluster Ltd. フィンランド国 
エスポー市 5,142 

ブロードバンドネットワー
ク向けオンデマンド技術の
開発 

100.0
―
  

ソフトウェアの使用許諾 
ソフトウェアの制作受託 
役員の兼任(１名) 

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有
割合(％)

被所有
割合(％)

    百万円      

㈱アリスネット 福岡県福岡市 391 
コンピューターソフト、端
末機器、周辺機器等の製作
及び販売 

38.7
 
― 
  

役員の兼任(２名) 

           
ルネサンス・ 
アカデミー㈱ 茨城県大子町 150 通信単位制高等学校「ルネ

サンス高等学校」の運営 39.7
―
  役員の兼任(４名) 

名称 住所 資本金 主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 

関係内容 
所有
割合(％)

被所有
割合(％)

    百万円      

クラビット・ 
ホールディングス㈱ 東京都港区 10 有価証券の

取得、保有及び運用 ―
 
16.4 
  

役員の兼任(１名) 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 
メディアコンテンツ事業 19  (3) 
ゲームオンデマンド事業 26  (2) 
CDN事業 15  (1) 
ブロードバンド事業 9  (5) 
CS放送サービス事業 3  (1) 
その他 7 (―) 
全社(共通) 24  (4) 

合計 103 (16) 



３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間の平均雇用人数であります。 
    ４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 
  
(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、提出会社から他社への出向者(15名)を除き、他社から提出会社への出向者(３名)を含む就業人員数でありま
す。 

２ 従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員(３名)は含まれておりません。 
３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間の平均雇用人数であります。 
４ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 
  

(3) 労働組合の状況 
労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  
  
  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 
89(16) 34.1 2.3 7,493,670 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 
ブロードバンド化によるインターネットの普及に伴い、インターネットの利用が拡大し、ニーズも多様化してまいり
ました。このような環境の中、当社グループは、ゲームオンデマンド事業、CDN事業、モバイル事業、メディアコンテン
ツ事業を中核事業と位置づけ、既存事業であるCS放送サービス事業及びブロードバンド事業からこれら中核事業へと経
営資源を集中させ、事業構造の転換を進めております。 
このような事業環境のなか、売上高につきましては、中核事業の売上は増加いたしましたが、既存事業の売上の減少
を完全に補うにはいたらず、減少いたしました。利益につきましては、大型キャンペーンによる恩恵を受けたメディア
コンテンツ事業、中核事業であるCDN事業の成長に加えて、CS放送サービス事業も前連結会計年度に引き続き貢献した結
果、過去最高益を達成いたしました。 
これらの結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は9,275,185千円、営業利益は2,805,956千円、経常利
益は2,739,221千円、当期純利益は1,645,319千円となりました。 
 当連結会計年度における事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりです。 
なお、当連結会計年度から、従来の「ブロードバンド関連サービス事業」セグメントを、「ゲームオンデマンド事
業」、「CDN事業」及び「ブロードバンド事業」に変更いたしました。これに当連結会計年度から開始した事業を加え、
６事業の区分で表示しております。 

  
［ゲームオンデマンド事業］ 
ゲームオンデマンド事業は、「Gクラスタ」技術を利用したゲームオンデマンドサービス及びゲームコンテンツの提供
を行っており、国内外への普及、拡大を目指しております。 
当連結会計年度における同事業の主な取り組みは、以下のとおりです。 
①PC向けサービスにおける主要ISP及びポータルとの提携、②一般家庭を対象としたSTB向けサービスにおける株式会
社ゲオ・ビービーへのサービス提供、③東京ディズニーリゾート®のオフィシャルホテル「シェラトン・グランデ・トー
キョーベイ・ホテル」へのサービス提供、④ホテル客室向けシステム提供事業者最大手の株式会社エスアンドケイとの
提携、⑤マイクロソフト社「メディアオンライン」に対するサービス提供、⑥米国テキサス・インスツルメンツ社のSTB
向け画像処理チップ(DSP)に対する「Gクラスタ」の実装、⑦「Gクラスタ」の要素技術を所有するOy Gamecluster社の子
会社化など、将来の事業拡大に向けた基盤固めを行いました。 
同事業では、中長期的な事業拡大のための先行投資、体制強化等を進めたため、コストが先行しております。 
これらの結果、当連結会計年度における同事業の売上高は160,190千円、営業損失332,511千円を計上しております。 
  
［CDN事業］ 
CDN事業は、ブロードバンドの普及でマーケットが拡大する中、営業体制の強化により、売上・利益ともに大幅に増加
しました。 
また、クオリティの高いストリーミング配信やダウンロード配信、その他多様化するニーズに対応するため、平成17
年４月１日付けで、米国アカマイテクノロジーズ社の日本国内最大のリセラーであるCDNソリューションズ株式会社を子
会社化し、平成18年３月15日には、韓国シーディーネットワークス社及び同社の子会社である株式会社シーディーネッ
トワークス・ジャパンと提携しております。 
これらの結果、当連結会計年度における同事業の売上高は1,140,828千円、営業利益199,514千円となりました。 
  



［メディアコンテンツ事業］ 
メディアコンテンツ事業は、創業以来培ってきたコンテンツアグリゲーションのノウハウを活用し、ソフトバンクグ
ループへのコンテンツ提供、PC向けポータルサイト「クラビット・アリーナ」の運営を主軸としています。当連結会計
年度におきましては、大型キャンペーン向けのコンテンツ提供等により、売上高、営業利益とも大きく増加しました。
「BBTV」向けには、「フジテレビ On Demand」、「TBS BooBo BOX(ブーブ・ボックス)」、「TVバンク」向けには、NHK
のドキュメンタリー番組やタツノコプロダクションの「タイムボカン」シリーズ等をアレンジするなど、積極的に取り
組んでいます。 
PC向けのコンテンツ配信事業「クラビット・アリーナ」においては、香港映画「インファナル・アフェア」、韓国ド
ラマ「神話」等を提供し、サービス内容の向上も進めております。従来の大手ISP各社を通じた配信に加え、システム・
体制の強化やコンテンツのさらなる充実を図りました。今後も、コンテンツの生涯価値向上を実現するための事業展開
を行ってまいります。 
これらの結果、当連結会計年度における同事業の売上高は1,705,511千円、営業利益640,694千円となりました。 
  
［ブロードバンド事業］ 
ブロードバンド事業では、ブロードバンド総合サービス「Yahoo! BB」の販売代理店として、通信回線販売業者等の事
業者を通じて販売活動を行っておりますが、新規の回線販売数の縮小により売上高は減少いたしました。今後は、新た
な販売手法を開発し、売上高の改善に注力するとともに、新商材の企画、取り扱いも積極的に行ってまいります。 
これらの結果、当連結会計年度における同事業の売上高は2,269,148千円、営業利益89,362千円となりました。 
  
［CS放送サービス事業］ 
現在、新規会員の獲得業務は終了しており、当連結会計年度末における会員数は、前連結会計年度末より約４万人減
少し、約15万人となりました。この会員数の減少により売上高は減少しておりますが、顧客レンタル用CS放送チューナ
ー・アンテナのリース期間満了等によるコスト低減が進み、同事業の利益率は前連結会計年度よりも向上しておりま
す。 
これらの結果、当連結会計年度における同事業の売上高は3,998,641千円、営業利益2,340,540千円となりました。 
  
［その他の事業］ 
当連結会計年度におけるその他の売上高865千円は、モバイルコマースサイト「My Closet(マイクローゼット)」によ
るものです。また、「My Closet(マイクローゼット)」の立ち上げ及びモバイル広告事業の立ち上げに伴うコストの発生
により、営業損失131,644千円を計上しております。 
  



(2) キャッシュ・フローの状況 
  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、プラス1,881,757千円でした(前連結会計年度はプラス
3,689,743千円でした)。 
当連結会計年度は、税金等調整前当期純利益2,853,962千円を計上しておりますが、その一方で、法人税等の納税が
921,918千円発生しております。 
  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、マイナス1,306,117千円でした(前連結会計年度はプラス
382,848千円でした)。 
当連結会計年度は、CDNソリューションズ株式会社及びOy Gamecluster社を連結子会社化するため523,806千円支出し
たことに加えて、ルネサンス・アカデミー株式会社、イー・ステージ株式会社などへの出資で284,500千円支出しており
ます。また、固定資産の取得のため476,889千円支出しております。 
  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、プラス123,969千円でした(前連結会計年度はマイナス
2,769,741千円でした)。 
当連結会計年度は、新株予約権の権利行使(旧新株引受権の権利行使を含む)に伴う新株発行による収入が173,969千円
ありましたが、その一方で短期借入金を50,000千円返済しております。 
  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
提出会社及び連結子会社は、製品の生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。 
  

(2) 仕入実績 
当連結会計年度における仕入実績は、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(3) 受注実績 
提出会社及び連結子会社は、受注生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。 

  
(4) 販売実績 
当連結会計年度における販売実績は、次のとおりであります。 

 (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 従来、事業区分は、顧客に対して提供するサービスの類似性に従い３事業に区分しておりましたが、当連結会計年度

から、従来の「ブロードバンド関連サービス事業」を、「CDN事業」、「ゲームオンデマンド事業」及び「ブロードバ
ンド事業」の区分に変更いたしました。これに当連結会計年度から開始した事業を加え、６事業の区分で表示してお
ります。この変更は、提出会社の事業組織の変更(事業部制への移行)に伴い、それぞれのサービスが訴求している市
場の種類並びに属性の違いを考慮して、事業の展開の実態をより明瞭に表示するために行ったものであります。上記
前年同期比は、変更後の区分による前連結会計年度からの増減率を記載しております。 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと
おりであります。 

 (注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ BBテクノロジー㈱は、ソフトバンクBB㈱が平成17年12月１日付で社名変更したものであります。 

  
  

事業の種類別 
セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 

メディアコンテンツ事業 553,318 626.3 
ゲームオンデマンド事業 167,773 ― 
そ    の    他 4,278 ― 
合         計 725,370 852.2 

事業の種類別 
セグメントの名称 

金額(千円) 前年同期比(％) 

メディアコンテンツ事業 1,705,511 723.0 
ゲームオンデマンド事業 160,190 96.3 
C D N 事 業 1,140,828 472.0 
ブロードバンド事業 2,269,148 △55.4 
CS放送サービス事業 3,998,641 △26.1 

そ    の    他 865 ― 
合         計 9,275,185 △15.5 

相手先 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 
BBテクノロジー㈱ 5,098,764 46.4 2,264,707 24.4 
ビー・ビー・ケーブル㈱ 151,503 1.4 1,505,838 16.2 
㈱ジェイ・スポーツ・ブロードキャス
ティング 

1,485,064 13.5 1,139,390 12.3 



３ 【対処すべき課題】 
中長期的な経営戦略に基づき業績向上を図ることが、当社グループの最も大きな課題です。 
上記に加えて現在取り組んでいる課題は、下記のとおりです。 
  
① 内部管理体制の強化 
当社グループは「コンテンツサービス」と「技術サービス」の２つを主軸とする複数の新規事業を立ち上げ、事業構
造の転換を進めております。このように事業領域や規模の拡大を進めている段階において、当社グループの管理及び
業務フローのスタンダードが正しく維持され、全社に適用されるように、管理体制全般の再点検を継続的に実施する
とともに、適正な人員配置を通じて内部管理レベルの改善を図ってまいります。この一環として、平成18年５月にコ
ーポレート・ガバナンスの基礎となるチーフ・コンプライアンス・オフィサー(CCO)を選任し、適法性を確保するため
の指導及び監督を行う体制を整えております。 
  

② ＩＲ活動の積極化 
当社グループは情報の適時開示(タイムリー・ディスクロージャー)を行い利害関係者の皆様に対する正確な情報の提
供に努めてまいりましたが、今後は当社グループについての理解をさらに多くの方に深めていただくために、さまざ
まな機会を設けて積極的にIR活動を実施してまいります。すでにその一環として、ホームページの内容の充実や年４
回の決算説明ストリーミング配信、株主総会後の出席株主に対する経営近況報告会などを実施しておりますが、今後
も個人投資家向け説明会の開催等さらに充実したIR活動を展開してまいります。 
  

③ 情報管理体制の強化 
平成17年４月１日に個人情報保護法が全面的に施行され、個人情報保護の重要性がますます高まってきております。
当社グループは、個人情報を中心とする情報管理責任の明確化、情報システム上の各種対策、従業員教育の一層の徹
底、従業員管理・業務委託先管理の強化を含めた総合的対策を講じてまいりました。今後もこうした諸施策をさらに
徹底するとともに、継続的な改善を図ってまいります。 
なお、提出会社は、平成17年12月にプライバシーマーク認定事業者となっております。 
  
  



４ 【事業等のリスク】 
当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる
主な事項を記載してあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資判断
上、重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。
当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存で
あります。なお、以下の記載は提出会社株式への投資に関連するリスク全てを網羅するものではありません。また、将
来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書の提出日現在において判断したものであります。 
  
① 当社グループの事業に関するリスクについて 
(イ) 事業構造の転換に関するリスク 
当社グループは、事業構造の転換期にあります。設立以来営んできたCS放送サービス事業は、売上の約43％、また営
業利益の約83％を占めており、依然として当社グループの業績は同事業への依存度が高い状況でありますが、現在、
提出会社は新規の会員獲得を行っていないため、同事業の売上高は今後、漸次減少していく見込みです。また、ブロ
ードバンド事業におきましても、平成17年３月期をピークに売上高が減少しております。CDN事業をはじめとする新規
事業への転換が着実に進んでおりますが、これら新規事業が計画どおりに進まず、期待する収益を生むことが困難に
なった場合、将来的に当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ロ) ゲームオンデマンド事業 
同事業では、Oy Gamecluster社が開発した「Gクラスタ」技術を利用してオンデマンドでゲームを配信するサービス
を提供しております。提出会社は、Oy Gamecluster社から「Gクラスタ」技術の全世界における独占的利用権を許諾さ
れておりますが、平成17年７月１日をもって同社を完全子会社化することにより「Gクラスタ」技術を将来にわたって
安定的に利用できる地位を確保しました。しかしながら、万一、第三者により類似・競合技術が適法に開発・実用化
された場合、提出会社サービスの独自性が薄れ、競合が激化する結果、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があり
ます。 
また、提出会社は、ゲームメーカーをはじめとするさまざまなコンテンツホルダーと提携し、優良なゲームコンテン
ツの充実に努めておりますが、今後ゲームコンテンツの調達が円滑に進まず、サービス自体の魅力の低下につながっ
た場合、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
 提出会社は、有力ポータル事業者やISP事業者、ホテル等施設向けの配信システム提供事業者、さらにはSTBメーカ
ーなどを通じて「Gクラスタ」技術を活用したサービスを国内外で展開していく方針ですが、これら事業者との提携が
計画どおりに進まない場合、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ハ) CDN事業  
同事業では、さまざまなコンテンツを最適な形で配信するサービスを提供しております。このたび新たに韓国シーデ

ィーネットワークス社及び同日本法人との提携による「ブロードメディア®CDN＋Ｒ」を開始するとともに、自社配信シ
ステムによる「ブロードメディア®CDN Entry」を立ち上げ、顧客ニーズに応じて選択可能なサービスメニューの拡充
を行いました。 
これまで提出会社が提供してきた「ブロードメディア®CDN」サービスの提携先であった米国スピーデラネットワー
クス社(以下、スピーデラ社)は、平成17年６月13日をもって米国アカマイテクノロジーズ社(以下、アカマイ社)に買
収され、その後、両社間において配信プラットフォームの統合が進められております。日本においても、提出会社と
スピーデラ社の契約が満了する平成18年11月をもってアカマイ社の配信プラットフォームに統合される予定です。提
出会社はアカマイ社との間でより発展的な事業展開の可能性について協議を進めておりますが、かかる協議が整わな
かった場合や、その後提供されるサービスに円滑に移管されない場合には顧客基盤を失い提出会社の業績に影響を及
ぼす可能性があります。 

また、新たに開始した「ブロードメディア®CDN＋Ｒ」は、前述のとおりシーディーネットワークス社及び同日本法人
との提携により実現したものであり、提出会社はこれらの提携企業との協力関係を維持発展させ、顧客ニーズに見合
った新サービスとして拡販を図っていく予定ですが、拡販が期待通りに進まない場合や、何らかの理由によりこれら
の提携企業との間の契約が終了した場合、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
提出会社のCDNサービスはネットワーク上の複数拠点に配信システムを分散して設置しているため、個々の拠点で障
害が発生した場合でもサービスレベルへの影響は軽微であります。またすべてのサーバの運用状況を常時監視し、障
害が発生した場合に即時に対応できる体制を整えております。しかしながら、万一、自然災害その他なんらかの理由
により、技術的なトラブルが発生し、配信が中断、停止した場合には、信用の低下を招く等の理由により、提出会社
の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
他の事業者の新規参入等により、現在よりさらに競合が激化し、その結果、サービス提供単価や収益性が低下した場
合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
また、提出会社の連結子会社であるCDNソリューションズ株式会社とアカマイ社との契約が、何らかの理由により、
円滑に継続されなかった場合、当該連結子会社におけるCDN事業の継続に大きな影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ニ) メディアコンテンツ事業 
同事業では、コンテンツホルダーからコンテンツを調達し、「BBTV向けのコンテンツ供給」等を行うほか、提出会社
がサービス主体となる「PC向けコンテンツ配信サービス(サービス名称：クラビット・アリーナ)」を提供しておりま
す。 
提出会社は、BBTVの事業主体であるビー・ビー・ケーブル株式会社に対するコンテンツ供給を引き続き継続していく
予定でありますが、ビー・ビー・ケーブル株式会社の事業方針の変更等により、提出会社との取引が終了し、または
その発注量が縮小した場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。さらに、ビー・ビー・ケーブル
株式会社が何らかの理由により事業の継続に支障をきたした場合には、提出会社へのコンテンツ調達の発注が停止す
るため、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



また、提出会社は、ビー・ビー・ケーブル株式会社以外の事業者に対するコンテンツの供給も積極的に進めておりま
すが、これらコンテンツ供給先のサービスが計画どおりに拡大しない場合や、何らかの理由によりコンテンツを供給
する契約が終了した場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
同事業にとって、顧客ニーズに適合したコンテンツ(放送コンテンツやVODコンテンツ)を、適切なタイミングで継続
して調達していくことが重要です。そのため、提出会社は、多数のコンテンツに関する権利を獲得し、今後もさらに
ラインアップを充実させていく計画です。しかし、コンテンツ調達価格の高騰、権利保有期間中の価値の低下、さら
には権利を獲得できない場合、期待された収入が得られなかった場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性が
あります。 
また、PC向けコンテンツ配信サービス(クラビット・アリーナ)では、自社課金サイトを運営するほか複数のISP事業
者と提携して視聴者層の拡大を図っております。しかし、結果として期待どおりの視聴者数が得られなかった場合、
またはISP事業者との提携関係が解消された場合には提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
提出会社は、ストリーミング配信によるコンテンツ提供を行っておりますが、ダウンロード配信等他の方式による
コンテンツ提供が主流となる場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
コンテンツ配信事業において、提出会社のように主として有料でコンテンツを提供する事業者に加え、無料で提供
する事業者も存在しております。こうした事業者が優勢になれば、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性がありま
す。 
  
(ホ) ブロードバンド事業 
同事業では、BBテクノロジー株式会社とヤフー株式会社が提供するブロードバンド総合サービス「Yahoo! BB」の加
入勧誘・申込取次等の販売代理店業務をBBテクノロジー株式会社から受託し、加入者獲得実績に応じて、販売手数料
収入を得ております。 
提出会社は、独自の販売チャネルを通じて「Yahoo! BB」の拡販を行っておりますが、BBテクノロジー株式会社の販
売政策の変更により販売手数料の見直しがあった場合や、結果として期待どおりの加入者数を獲得することができ
ず、当初期待したとおりの収入が得られない、または予想以上の費用負担が発生した場合には、提出会社の業績に影
響を及ぼす可能性があります。 
また、一度獲得した加入者が一定期間内に解約した場合には、提出会社よりBBテクノロジー株式会社に対する手数料
の戻入が発生する場合があります。当該戻入については過去の実績率に基づき適切に見積もった額を引当計上してお
りますが、予測を上回る解約があった場合には、提出会社の業績に影響を与える可能性があります。さらに、何らか
の理由により、BBテクノロジー株式会社との代理店契約が終了する場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性
があります。 
また、提出会社はBBテクノロジー株式会社から受託した加入勧誘・申込取次等の業務を複数の事業者に再委託し
「Yahoo! BB」の拡販を行っておりますが、何らかの理由により主要な事業者が「Yahoo! BB」の取扱いを終了する場
合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
同事業は、新たな商材を導入し、販売していく予定ですが、こうした新規商材の拡販に予想以上の時間がかかる場
合、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ヘ) CS放送サービス事業 
同事業では、会員から一定の会費を徴収し、CS衛星放送受信用チューナー・アンテナを貸与し、提出会社が推奨する
チャンネルの番組表等が掲載された会報誌を発行する等の会員制サービスを提供しております。また、特定のチャン
ネルを会員に対して訴求するマーケティング業務を委託放送事業者から受託しております。さらに、提出会社の会員
向けサービス提供を通じて、CS衛星放送の視聴者を維持することにより、委託放送事業者及び株式会社スカイパーフ
ェクト・コミュニケーションズから一定の条件で対価を得ております。 
提出会社は、顧客ニーズに合致した会員向けサービスを提供し、会員数の維持に努めておりますが、会員の解約件
数が急激に増加した場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
また、委託放送事業者の経営の悪化、番組の終了、その他の理由により販売手数料の支払いが停止又は延滞等した
場合には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
さらに、CS衛星放送に係るプラットフォーム事業者である株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズが
何らかの理由により事業の継続に支障をきたした場合には、会員へのサービス中断を余儀なくされ、提出会社の業績
に大きな影響を及ぼす可能性があります。また、提出会社は同社に対して、会費等徴収業務を委託しておりますが、
何らかの理由により当該業務委託の継続に支障が生じた場合、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。さ
らに、何らかの理由により、同社から支払われるインセンティブ支払いが停止または延滞等した場合には、提出会社
の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
提出会社が会員に貸与しているCSチューナー・アンテナメーカーの設計上のミスやCSチューナー・アンテナの不具
合により修理・交換が必要となる場合があります。かかる不具合の発生頻度が高い場合や対応処置に相当の時間を要
するような場合等には、提出会社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ト) その他新規事業 
提出会社は、平成18年２月にモバイルコマースサイト「My Closet(マイクローゼット)」を立ち上げました。その
後、平成18年３月にモバイル広告媒体となるWebサイトを取得するとともに、平成18年４月にはCMX株式会社を子会社
化しモバイル広告事業を開始しております。 
これらの携帯電話関連事業は市場規模が急速に拡大しつつある分野であり、また、提出会社が保有している技術やコ
ンテンツアグリゲーションのノウハウを将来的に活用できる可能性が高いため、今後も積極的に取り組んでいく予定
ですが、競合他社との価格競争やその他の要因により、事業が計画どおりに推移しない場合、当社グループの業績に
影響を及ぼす可能性があります。 
  
② そのほか事業全般にかかわるリスクについて 
(イ) 事業内容の多様化と新規事業への取組みに伴うリスクの増大について 



当社グループは、その事業基盤をより強固にするため、今後も事業内容の多様化や新規事業への取組みをさらに進め
ていく予定ですが、これらを実現するためには、人材の採用・設備の増強・研究開発費の発生等の追加的な支出が発
生する可能性があります。 
また、新規事業が安定して収益を生み出すまでには一定の時間がかかることが予想されるため、結果として当社グル
ープの利益率が一時的に低下する可能性があります。 
同様に、これらの事業が、将来の事業環境等の変化により、当社グループの目論見どおりに推移しないこともあり、
その場合には追加的な支出分についての十分な回収を行うことができず、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性
があります。 
  
(ロ) 業務のアウトソーシングについて 
当社グループは、小規模組織で運営を行うビジネスモデルの構築を主眼に置いてきたため、業務の多くをアウトソー
シングしております。当社グループのアウトソーシング業務は、他の事業者によっても代替可能なものであります
が、これらアウトソース先の固有の事情により、アウトソーシング業務の運営に支障が生じた場合や、代替先への引
継ぎが遅延した場合等には、当社グループの業務遂行に支障をきたす可能性があります。 
  
(ハ) 個人情報保護について 
提出会社は、会員情報・契約者情報をはじめとした個人情報保護に関する総合的な対策を講じてきた結果、平成17年
12月にはプライバシーマークの認定を受けました。しかしながら、従業員や業務委託先による不正行為、第三者によ
る不正アクセス等によりこれらの情報が漏洩した場合は、個人情報保護法や契約に基づく法的責任を問われ、あるい
は信用が低下するなど、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ニ) ストックオプションについて 
提出会社では、取締役及び従業員等の企業価値向上に対する意欲を高めることを目的として、ストックオプション
(新株引受権及び新株予約権)を発行しております。 
平成18年３月31日現在、新株引受権及び新株予約権による潜在株式総数は809,800株であり、これらストックオプシ
ョンがすべて行使された場合の発行済株式総数18,166,200株の約４％にあたります。提出会社では今後も適宜ストッ
クオプションを付与する可能性があり、付与された権利の行使により発行された新株は、将来的に提出会社の株式価
値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、提出会社の株価形成へ影響する可能性があります。 
  
(ホ) 知的財産権について 
当社グループが行う事業の中には、特許権、著作権等のさまざまな知的財産権が関係しております。必要な知的財産
権の取得ができなかったり、適切な利用許諾を得られない場合には、技術開発やサービスの提供が困難となる可能性
があります。また、当社グループの事業活動に関連して第三者から知的財産権の侵害を主張され、また訴訟を提起さ
れる可能性があります。 
  
(ヘ) 為替リスクについて 
当社グループは、CDN事業、ゲームオンデマンド事業及びメディアコンテンツ事業において海外の提携先事業者との
取引を行っております。これら海外取引の大半が外貨建て決済となっているため、為替相場の変動により、当社グル
ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ト)海外取引に関するリスクについて 
当社グループでは、海外の事業者との提携関係の構築を積極的に進めていく予定です。これら海外の事業者との取引
を開始するにあたっては、取引相手方の経営・財務状況のみならず当該相手方の国情や主として知的財産権に関する
法制度などについても継続的に把握することを前提としておりますが、国内の取引先と比較して十分な情報を入手す
ることが困難である場合があります。海外取引に関しては信用調査会社や業界情報の活用によって慎重に取引の可否
や範囲を審査してまいりますが、万一得られた情報が不十分であった場合、債権回収や知的財産権に関する問題が生
じ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(チ) 特定の幹部の継続勤務について 
当社グループは、特定の幹部の継続的な勤務に依存している部分が大きいと考えられます。それら幹部が何らかの理
由により当社グループの業務を遂行することが不可能または困難となり、適切な人材が適時にそれを代替できない場
合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(リ) 特定の取引先への依存について 
当連結会計年度において、当社グループの売上高に占めるソフトバンクグループに対する売上高の割合は約49％と
なっております。BBテクノロジー株式会社に対するものが約24％、ビー・ビー・ケーブル株式会社に対するものが約
16％となっており、同グループに対する売上の大半を２社が占めております。 
新規事業の成長によりソフトバンクグループ以外の事業者や個人との取引が拡大し、今後は、上記２社を含めソフ
トバンクグループへの売上が占める割合は低下していく見通しですが、当面は、上記２社との取引関係が当社グルー
プの業績に影響を及ぼす可能性があります。  
  
(ヌ) 子会社及び関連会社の管理について 
当社グループは、平成18年３月31日現在で、提出会社及び連結子会社２社(海外法人１社を含む)、非連結子会社１
社、関連会社２社で構成されています。これらの子会社及び関連会社は、業容の拡大に応じて適宜必要な人員の確
保・組織体制の強化を図っていく方針ですが、適切な人員や体制の構築が間に合わない可能性があります。提出会社
は、当社グループ全体としての目標が達成できるように、これら子会社及び関連会社に対して経営管理面でのサポー
トを横断的に行ってまいりますが、万一子会社及び関連会社における体制整備が遅延し、提出会社が適切なサポート



をできなかった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  
(ル) ソフトバンクグループとの関係について 
当社グループは、ソフトバンク株式会社を中心とするソフトバンクグループに属しております。ソフトバンク株式会
社は、提出会社の発行済株式の約67％を間接的に保有しており、提出会社の株式保有分布においてその占める割合が
高い状況にあります。ソフトバンク株式会社の業績や評価、事業戦略の変更によっては、当社グループの業績に影響
を及ぼす可能性があります。 
  
(ヲ)会計基準の変更について 
当社グループは、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて決算を行っており、会計基準の変更へも適
時対応しております。しかしながら、将来において、会計基準の大きな変更があった場合、当社グループの業績に影
響を及ぼす可能性があります。 
  
(ワ)内部管理体制について 
(ⅰ)内部管理・運用体制について 
当社グループは、法令順守を徹底させるため、また、業務上の人為的ミスやその再発、内部関係者の不正行為等に
よる不具合の発生などが起きることのないよう日頃より社員教育を行い、管理体制の強化を図っておりますが、将来
的に業務運営、管理体制上の問題が発生する可能性は皆無ではありません。 
(ⅱ)事業拡大にともなう人的資源管理について 
当社グループは、複数の事業を展開しており、各事業に対応するため様々な人員が必要になります。さらに、今後
の事業拡大のための人員増強や体制強化も必要となります。このような業務の拡大に対して適切かつ十分な人的・組
織的な対応ができない場合は、当社グループのサービスの競争力の低下並びに効率性等に支障が生じる可能性があり
ます。 
また、人員の増強については採算性等を勘案し注意深く行っていますが、これに伴い、人件費や賃借料等固定費が
増加し、利益率の低下を招く可能性があります。 
(ⅲ)不特定多数の個人顧客との取引増加への対応について 
当社グループは、事業拡大にともない、不特定多数の個人顧客からの直接収益の当社グループ全体収益に占める割
合が徐々に大きくなっていく予定です。これら不特定多数の顧客への対応として管理体制の強化、システムの導入、
業務の効率化等の施策を講じてまいりますが、これらの施策にもかかわらず、債権の増加とこれに伴う未回収債権の
増加、債権回収コストの増加、決済並びに債権回収に関するリスク等が増加する可能性があります。また、これらの
施策充実に伴うコストの増大により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

(カ)投融資について 
当社グループは、事業提携を目的とした、また、将来的な提携を視野に入れ投資した会社・組合がございますが、こ
れらの投資による出資金等が回収できなくなる可能性が高まることも考えられます。また、投資先の今後の業績の如
何によっては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
今後も当社グループは、シナジー効果の追求や業容の拡大を目的として、新規投資の実行や、子会社・関連会社の資
金ニーズに適切に対応するための提出会社による融資の実行等が予想されます。その実施にあたっては、十分な事前
審査と社内手続きを経て当該投融資に付帯するリスクを吟味の上で行っていきますが、これらの新規の投融資により
当初計画していた水準の利益が獲得できなかったり、最悪の場合にはその回収が滞るなどして、将来的に当社グルー
プの財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 
  

(注) １ BBテクノロジー㈱は、ソフトバンクBB㈱が平成17年12月１日付で社名変更したものであります。 
２ 平成14年４月１日付でソフトバンクBB㈱(当時)と締結した契約について、契約期間及び一部取引条件を変更し、平成14年
10月１日付で改めて締結したものであります。 

  
  
  
６ 【研究開発活動】 
特記すべき事項はありません。 
  
  

契約会社名 相手方名称 主な契約内容 契約期間 
クラビット㈱ 
(提出会社) 

㈱スカイパーフェクト・コミ
ュニケーションズ 

顧客(会員)管理業務、会費徴収代
行業務、委託放送事業者からの委
託料債権精算業務などを相手方に
委託する契約です。 
  

平成13年11月１日から 
平成18年10月31日まで 
(以後、１年毎の自動延長) 

クラビット㈱ 
(提出会社) 

BBテクノロジー㈱ 
(注)１ 
  

各種ブロードバンド・インターネ
ット関連サービスの申込勧誘及び
契約取次業務等を相手方から受託
する契約です。(注)２ 
  

平成14年10月１日から 
平成18年９月30日まで 
(以後、１年毎の自動延長) 
  

クラビット㈱ 
(提出会社) 

スピーデラネットワークス社 
(米国) 

相手方の技術を日本国内で非独占
的に使用し独自のCDNサービスを構
築できる権利の許諾を受ける契約
です。 
  

平成15年10月28日から 
平成18年11月３日まで 

クラビット㈱ 
(提出会社) 

ビー・ビー・ケーブル㈱ BBTVのVODサービス用としてコンテ
ンツを相手方に供給(使用許諾)す
る基本契約です。 
  

平成18年１月５日から 
平成19年１月４日まで 
(以後、１年毎の自動延長) 

クラビット㈱ 
(提出会社) 

シーディーネットワークス社
(韓国)及び㈱シーディーネッ
トワークス・ジャパン 
  

CDNサービスの共同事業に関する契
約です。 

平成18年３月１日から 
平成21年３月31日まで 
(以後、２年毎の自動延長) 

CDNソリューシ
ョンズ㈱ 
(連結子会社) 

アカマイテクノロジーズ社 
(米国) 

相手方のCDNサービスを日本国内で
非独占的に再販売する権利の許諾
を受ける契約です。 
  

平成15年１月１日から 
平成19年12月31日まで 
(以後、５年毎の自動延長) 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 
以下の記載には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書の提出日現在において判断した
ものであります。 
  
(1) 重要な会計方針及び見積り 
当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づき作成されてお
ります。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債、及び収益・費用の報告金額及び開示に影響
を与える見積りを必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績等を勘案し合理的に判断し
ておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積りとは異なる場合があります。 
  
(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 
当連結会計年度は、売上高9,275,185千円、営業利益2,805,956千円、経常利益2,739,221千円、当期純利益1,645,319
千円を計上いたしました。 
売上高につきましては、事業構造の転換の狭間であり前連結会計年度に比べ1,704,500千円減少いたしました。利益
につきましては、メディアコンテンツ事業における大型キャンペーン向けのコンテンツ提供が貢献したことに加え、
CDN事業が着実に利益を拡大しました。更に、CS放送サービス事業も前連結会計年度に引き続き貢献した結果、営業利
益2,479,036千円、経常利益2,445,348千円、当期純利益2,158,773千円、それぞれ前連結会計年度よりも増加し、過去
最高益を達成いたしました。 
  
(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 
当社グループは現在、「コンテンツサービス」と「技術サービス」の２つを主軸として、中核事業であるゲームオン
デマンド事業、CDN事業、メディアコンテンツ事業において業績の拡大伸長を目指しておりますので、これら事業の進
捗状況が当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性があります。 
  
(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 
当連結会計年度における当社グループのキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 
営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度は過去最高益を達成いたしましたが、法人税等
の納税などの影響により、1,881,757千円の収入となり前連結会計年度よりも減少いたしました。投資活動によるキャ
ッシュ・フローにつきましては、当連結会計年度はCDNソリューションズ株式会社及びOy Gamecluster社を連結子会社
化し、ルネサンス・アカデミー株式会社やイー・ステージ株式会社への出資を行ったことなどにより、1,306,117千円
の支出となりました。財務活動につきましては、新株予約権の権利行使(旧新株引受権の権利行使を含む)に伴う新株
の発行による収入が173,969千円あった一方、短期借入金50,000千円を返済しております。 
今後の資金調達につきましては、営業活動による収入の他、投資案件の重要性や緊急性を評価したうえで、それにつ
いての必要資金の調達方法を慎重に検討し対応してまいります。 
  
  
  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 
当連結会計年度は、メディアコンテンツ事業(クラビット・アリーナ)、ゲームオンデマンド事業(Gクラスタ)並びに
CDN事業(BMCDN)用のサーバ機器67,112千円、リース期間満了によるリース会社からの買い取りに係るCSチューナー・ア
ンテナ175,241千円など有形固定資産246,982千円を取得いたしました。また、メディアコンテンツ事業やゲームオンデ
マンド事業におけるコンテンツ管理や課金管理用のソフトウェア等の無形固定資産を270,191千円取得いたしました。 
  
  
２ 【主要な設備の状況】 
平成18年３月31日現在における主要な設備は、以下のとおりであります。 
(1) 提出会社 

  

(注) １ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
２ CSチューナー・アンテナはCS会員に貸与しております。 

  
(2) 国内子会社 

該当事項はありません。 
  

(3) 在外子会社 
該当事項はありません。 

  
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 
(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 
  
(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
  
  
  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
帳簿価額(千円) 従業員数

(名) 工具器具備品 ソフトウェア 合計 

本社(東京都港区) 
CSチューナー・アンテナ及び 
業務支援システム等 

243,687 369,987 613,675 89 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 
(1) 【株式の総数等】 
① 【株式の総数】 

  

(注) １ 平成17年３月１日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、提出会社が発行
する株式の総数は32,000,000株増加し、64,000,000株となりました。 

２ 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、提出会社が発行
する株式の総数は64,000,000株増加し、128,000,000株となっております。 

  
② 【発行済株式】 

  

(注) １ 「提出日現在発行数(株)」には、平成18年６月１日以降提出日までの新株予約権の行使(旧新株引受権の権利行使を含
む)により発行された株式数は含まれておりません。 

２ 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしました。
この株式分割により17,356,400株増加しております。 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 
  商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 
① 第１回無担保新株引受権付社債(平成13年７月18日発行) 

  
② 第２回無担保新株引受権付社債(平成14年１月21日発行) 

(注) １ 行使価格(調整された場合は調整後の行使価額)に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合は、そ
の端数を切り上げた額とします。 

２ 株式分割等により調整された場合は調整後の行使価格に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数を生じる場合
は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入した額とします。平成18年１月25日開催の取締役会決議によ
り、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしました。当該株式分割後の発行価格及び資本組入額で
あります。 

３ 当該新株引受権は、株式会社大阪証券取引所が定める「上場前の公募又は売出し等に関する規則」第20条の２に規定する
成功報酬型ワラントであります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 
普通株式 64,000,000 
計 64,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年６月16日) 

上場証券取引所名 
又は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 17,356,400 34,718,397 

大阪証券取引所 
(ニッポン・ニュー・マ
ーケット―「ヘラクレ
ス」市場) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない提出会
社における標準となる株式 

計 17,356,400 34,718,397 ― ― 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株引受権の残高(千円)  51,937 51,562        
新株引受権の権利行使により発行する株式の 
発行価格(円) 

 187.5  93.8 (注)２ 

資本組入額(円)  94 (注)１  47 (注)２ 

  
事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株引受権の残高(千円)  7,387    7,387         
新株引受権の権利行使により発行する株式の 
発行価格(円) 

 187.5  93.8 (注)２ 

資本組入額(円)  94 (注)１  47 (注)２ 



③ 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280ノ21の規定に基づき発行された新株予約権 
平成16年度第１回新株予約権 
(平成16年６月18日開催の定時株主総会において決議されたもの) 

  
 (注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は200株であります。 

２ 提出会社が新株予約権の発行日以降、提出会社の普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により未行使の新
株予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
なお、平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしまし
た。上記、提出日の前月末現在の新株予約権の目的となる株式の数は、当該株式分割後の株数であります。 

３ 新株予約権の発行日以降、提出会社が提出会社の普通株式を分割または時価を下回る価額で新株を発行もしくは自己株式
を処分するとき(新株予約権及び新株引受権の行使による場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により
生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

  

  
 上記算式において、「既発行株式数」とは提出会社の発行済株式総数から提出会社が保有する自己株式の総数を控除し
た数とし、また、自己株式を処分する場合には、「分割・新規発行による増加株式数」を「処分する自己株式数」に、
「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとします。上記のほか、提出会社が他社と
合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式併合を行う場合、その他行使価格の調整を必要とする場
合には、合理的な範囲内で、適切に調整を行います。 
なお、平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしまし
た。上記、提出日の前月末現在の新株予約権の行使時の払込金額は、当該株式分割後の金額であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 
 (1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という)が権利行使の時に、提出会社並びに提出会社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、使用人その他これに準ずる地位にあることを要する。 
 (2) 対象者が死亡した場合は、提出会社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める条件により、相続人が

これを行使することができる。 
(3) 対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 
(4) 平成17年7月1日から平成18年6月30日までは、割り当てられた新株予約権の50％について権利行使することができる。 
(5) 平成18年7月1日から平成22年6月30日までは、割り当てられた新株予約権の全てについて権利行使することができる。 
(6) その他の権利行使の条件は、提出会社の取締役会決議に基づき、「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 1,467個  1,463個  
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 
新株予約権の目的となる株式の数 293,400株 585,200株 (注)２ 
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 931円  １株当たり 466円 (注)３ 
新株予約権の行使期間 平成17年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行 
する場合の株式の発行価格 
及び資本組入額 

発行価格 931円 
資本組入額 466円 

発行価格 466円 
資本組入額 233円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 
新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

  
調整後行使価額 

  
＝ 
  
調整前行使価額 

  
× 
既発行株式数 ＋

分割・新規発行による増加株式数×１株あたり払込金額
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



平成17年度第１回新株予約権 
(平成17年６月17日開催の定時株主総会において決議されたもの) 

  
 (注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は100株であります。 

２ 提出会社が新株予約権の発行日以降、提出会社の普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により未行使の新
株予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
なお、平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしまし
た。上記、提出日の前月末現在の新株予約権の目的となる株式の数は、当該株式分割後の株数であります。 

３ 新株予約権の発行日以降、提出会社が提出会社の普通株式を分割または時価を下回る価額で新株を発行もしくは自己株式
を処分するとき(新株予約権及び新株引受権の行使による場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により
生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

  

  
  上記算式において、「既発行株式数」とは提出会社の発行済株式総数から提出会社が保有する自己株式の総数を控除した
数とし、また、自己株式を処分する場合には、「分割・新規発行による増加株式数」を「処分する自己株式数」に、「分
割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとします。上記のほか、提出会社が他社と合併
する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式併合を行う場合、その他行使価格の調整を必要とする場合に
は、合理的な範囲内で、適切に調整を行います。 
なお、平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしまし
た。上記、提出日の前月末現在の新株予約権の行使時の払込金額は、当該株式分割後の金額であります。 

４ 新株予約権の行使の条件 
 (1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という)が権利行使の時に、提出会社並びに提出会社の子会社及び関連会

社の取締役、監査役、使用人その他これに準ずる地位にあることを要する。 
 (2) 対象者が死亡した場合は、提出会社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める条件により、相続人が

これを行使することができる。 
(3) 対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 
(4) 平成18年7月1日から平成19年6月30日までは、割り当てられた新株予約権の50％について権利行使することができる。 
(5) 平成19年7月1日から平成23年6月30日までは、割り当てられた新株予約権の全てについて権利行使することができる。 
(6) その他の権利行使の条件は、提出会社の取締役会決議に基づき、「新株予約権割当契約」に定めるところによる。 

  

  事業年度末現在 
(平成18年３月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年５月31日) 

新株予約権の数 2,000個 2,000個 
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 
新株予約権の目的となる株式の数 200,000株 400,000株 (注)２ 
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 2,539円  １株当たり 1,270円 (注)３ 
新株予約権の行使期間 平成18年７月１日から 

平成23年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行 
する場合の株式の発行価格 
及び資本組入額 

発行価格 2,539円 
資本組入額 1,270円 

発行価格 1,270円 
資本組入額 635円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 
新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

  
調整後行使価額 

  
＝ 
  
調整前行使価額 

  
× 
既発行株式数 ＋

分割・新規発行による増加株式数×１株あたり払込金額
分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) １ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 
引受価額        1,128円 
発行価額         935円 
資本組入額        500円 

２ 新株引受権付社債の新株引受権の権利行使による増加であります。 
３ 平成17年３月１日開催の取締役会決議にかかる平成17年５月20日付の株式分割(１：２)により、8,395,100株増加いたし
ました。また、新株予約権の行使(旧新株引受権の権利行使を含む)により、566,200株増加いたしました。 

４ 平成18年１月25日開催の取締役会決議にかかる平成18年４月１日付の株式分割(１：２)により、17,356,400株増加いたし
ました。 

５ 平成18年４月１日から平成18年５月31日までの間に、新株予約権の行使(旧新株引受権の権利行使を含む)により発行済株
式総数が5,597株、資本金が560千円及び資本準備金が563千円増加しております。 

  
(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) 自己株式346株は、「個人その他」欄に３単元、「単元未満株式の状況」に46株含まれております。 
  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高 
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成14年３月８日 
(注)１ 

200,000 8,200,000 100,000 500,000 125,600 125,600 

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 

(注)２ 
57,500 8,257,500 10,810 510,810 10,968 136,568 

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 

(注)２ 
1,500 8,259,000 282 511,092 286 136,854 

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

(注)２ 
54,400 8,313,400 10,227 521,319 10,376 147,231 

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

(注)２ 
81,700 8,395,100 15,359 536,678 15,584 162,815 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

(注)３ 
8,961,300 17,356,400 87,149 623,828 87,711 250,526 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 
単元未満 
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 6 4 42 12 4 5,304 5,372 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 6,118 78 116,249 4,044 26 47,043 173,558 600 

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.52 0.05 66.98 2.33 0.01 27.11 100.00 ― 



(5) 【大株主の状況】 
平成18年３月31日現在 

  
(6) 【議決権の状況】 
① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄には、提出会社所有の自己株式46株が含まれております。 
  
② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ソフトバンク・ブロードメディア株
式会社 

東京都港区赤坂８丁目４-14 
8,136 46.88

クラビット・ホールディングス 
株式会社 

東京都港区赤坂８丁目４-14 
2,842 16.38

ブロードメディア総研株式会社 東京都港区赤坂８丁目４-14 600 3.46
大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 450 2.59
エイチエスビーシー ファンド サ
ービシィズ クライアンツ アカウ
ント 006 
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店) 

LEVEL 13,1 QUEEN＇S ROAD CENTRAL, 
HONG KONG 
(常任代理人住所 東京都中央区日本橋３
丁目11-１) 

240 1.38

橋本 太郎 東京都文京区 220 1.27
日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11-３ 
124 0.72

楜澤 悟 東京都中央区 110 0.64
小野田 航二 神奈川県横浜市港南区 83 0.48
ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室) 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET 
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
(常任代理人住所 東京都中央区日本橋兜
町６番７号)  

79 0.46

計 ― 12,887 74.25 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 
無議決権株式 ― ― ― 
議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 
議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式         300 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  17,355,500 173,555 ― 
単元未満株式 普通株式       600 ― ― 
発行済株式総数 17,356,400 ― ― 
総株主の議決権 ― 173,555 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)          
クラビット株式会社 東京都港区赤坂８丁目４-14 300 ― 300 0.00

計 ― 300 ― 300 0.00



(7) 【ストックオプション制度の内容】 
提出会社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 
当該制度の内容は次のとおりであります。 

  
① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、提出会社及び提出会社の子会社の使用人並びに

使用人として採用を予定する者に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを以下にそれぞれ掲げ
る日に開催の定時株主総会において特別決議されたもの 

平成16年度第１回新株予約権 
(平成16年６月18日開催の定時株主総会において決議されたもの) 

(注) 当該新株予約権の内容につきましては、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 
  
平成17年度第１回新株予約権 
(平成17年６月17日開催の定時株主総会において決議されたもの) 

(注) 当該新株予約権の内容につきましては、「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 
  
② 会社法に基づき、提出会社の取締役に対して会社法361条第１項第３号に規定する報酬等のうち金銭でないものとし

て、新株予約権を発行することを以下に掲げる日に開催の定時株主総会において決議されたもの 
平成18年６月16日開催の定時株主総会において決議されたもの 

(注) １ 提出会社が提出会社の普通株式の株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により対象株式数を調整するものとす
る。 

  調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 
また、提出会社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下あわせて「合併等」という)を行う場合、株式の無償割
当を行う場合、その他対象株式数の調整を必要とする場合には、合併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、
合理的な範囲内で対象株式数を調整することができる。 
これらの調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

決議年月日 平成16年６月18日 
付与対象者の区分及び人数 提出会社の取締役５名及び提出会社の使用人116名 
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
株式の数 (注) 
新株予約権の行使時の払込金額 (注) 
新株予約権の行使期間 (注) 
新株予約権の行使の条件 (注) 
新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

決議年月日 平成17年６月17日 

付与対象者の区分及び人数 
提出会社の取締役４名 
提出会社の使用人、提出会社の子会社の取締役並びに提出会社の子会社の
使用人104名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 
株式の数 (注) 
新株予約権の行使時の払込金額 (注) 
新株予約権の行使期間 (注) 
新株予約権の行使の条件 (注) 
新株予約権の譲渡に関する事項 (注) 

決議年月日 平成18年６月16日 

付与対象者の区分及び人数 提出会社の取締役６名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 400,000株を上限とする (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額 (注)２、３ 

新株予約権の行使期間 割当日の翌日から10年間の範囲内で、提出会社の取締役会の定める期間 

新株予約権の行使の条件 (注)５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、提出会社の取締役会の決議によ
る承認を要する 



２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して出資される財産の株式１
株当たりの金額(以下「行使価額」という)に対象株式数を乗じて得られる価額とする。行使価額は、新株予約権を割り当
てる日(以下「割当日」という)の属する月の前月各日(取引の成立しない日を除く)における大阪証券取引所ニッポン・ニ
ュー・マーケット-「ヘラクレス」市場における提出会社の普通株式の普通取引の終値の平均値に1.03を乗じた金額と
し、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額が、当該割当日の大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット-
「ヘラクレス」市場における提出会社の普通株式の普通取引の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終
値)を下回る場合は、当該終値とする。 

３ 新株予約権の割り当て後、提出会社が提出会社の普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行
使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  
  また、新株予約権の割り当て後、提出会社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予
約権または新株予約権が付された証券の行使により新株式を発行もしくは自己株式を交付する場合を除く)、次の算式に
より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。なお、自己株式の処分の場合には、次の算式に
おける「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「自己株式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。 

  
さらに、提出会社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他行使価額の調整を必要とする場合には、合併
等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。 

５ 新株予約権の行使の条件 
 (1) 権利行使時において、提出会社並びに提出会社の子会社及び関連会社の取締役、監査役、従業員その他これに準じる地

位にあることを要する。 
 (2) 前項に関わらず、提出会社が諸般の事情を考慮のうえ、対象者が権利行使資格を喪失する前に新株予約権の行使を書面

により承認した場合、対象者は新株予約権を行使することができる。 
 (3) その他の新株予約権の行使の条件については、提出会社の取締役会において別途定めるところによる。 

  
  
２ 【自己株式の取得等の状況】 
(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 
① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 
  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 
平成18年６月16日現在

(注) 平成18年６月16日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役
会の決議をもって自己株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  
(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 
① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 
  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 
該当事項はありません。 

  
  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１

分割・併合の比率

  
調整後行使価額 

  
＝ 
  
調整前行使価額 

  
× 

(既発行株式数
－自己株式数)

＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

時価
(既発行株式数－自己株式数)＋新規発行株式数 

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



３ 【配当政策】 
提出会社は、株主に対する利益還元と同時に事業における競争力の確保を重要な経営課題の一つとして認識しており
ます。第９期までは企業体質の強化と今後の事業展開に備えるために内部留保の充実を優先し、配当を見送ってまいり
ましたが、第10期は１株につき10円の配当を実施いたしました。今後も引き続き、業績の推移、企業体質の強化、将来
の事業展開等を総合的に勘案して、利益配分を決定する方針であります。 
  
  
４ 【株価の推移】 
(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場における株価を記載しておりま
す。 

２ 平成17年３月１日開催の取締役会決議により、平成17年3月31日の当社株主に対して、平成17年５月20日付をもって普通
株式１株を２株に分割しております。※１は、当該株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

３ 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年3月31日の当社株主に対して、平成18年４月１日付をもって普通
株式１株を２株に分割しております。※２は、当該株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  
(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場における株価を記載しておりま
す。 

２ 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年3月31日の当社株主に対して、平成18年４月１日付をもって普通

株式１株を２株に分割しております。※印は、当該株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

  

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期 
決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 1,200 1,195 2,865 
2,815 

※１ 810 
4,860 

※２ 1,310 

最低(円) 745 375 550 
735 

※１ 752 
723 

※２ 1,186 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高(円) 2,780 2,575 4,440 4,860 3,150 
2,545 

※ 1,310 

最低(円) 2,120 2,200 2,430 2,760 1,805 
1,186 

※ 1,186 



５ 【役員の状況】 
  

  
 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長 ― 橋 本 太 郎 昭和33年６月５日生

昭和57年４月
平成８年５月 

  
平成10年５月 

  
  

  
平成12年３月 

  
  
平成14年９月 

  
平成16年６月 

  
平成16年９月 

  
平成17年６月 

  
平成17年７月 

  
平成18年４月 

野村證券株式会社入社
ソフトバンク株式会社入社 
同社財務経理部企業投資室長 
日本デジタル放送サービス株式会
社(現：株式会社スカイパーフェ
クト・コミュニケーションズ)常
務取締役 
提出会社代表取締役社長(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社代表取締役(現任) 
ブロードメディア総研株式会社代
表取締役(現任) 
ブロードメディア・スタジオ株式
会社代表取締役(現任) 
ビー・ビー・ケーブル株式会社取
締役(現任) 
エックスドライブ・ジャパン株式
会社代表取締役(現任) 
Oy Gamecluster Ltd.取締役会長
(現任) 
CMX株式会社代表取締役社長(現
任) 

440

常務取締役 経営企画本部長 楜 澤   悟 昭和46年３月21日生

平成５年４月
  
  

平成８年11月 
  
  

平成10年11月 
平成13年８月 

  
平成14年６月 

  
平成16年10月 

  
平成18年６月 

ベイン・アンド・カンパニー・ジ
ャパン・インコーポレイテッド入
社 
ジェイ・スカイ・ビー株式会社 
(現：株式会社スカイパーフェク
ト・コミュニケーションズ)入社 
提出会社取締役 
株式会社アリスネット取締役(現
任) 
ビー・ビー・ケーブル株式会社取
締役 
提出会社取締役経営企画本部長兼
メディアコンテンツ事業部長 
提出会社常務取締役経営企画本部
長(現任) 

221

取締役 ― 桃 井 隆 良 昭和28年８月20日生

昭和57年４月
昭和61年４月 
昭和63年２月 

  
平成６年６月 
平成14年４月 

  
  

平成14年６月 
  

平成16年11月 
  

平成17年10月 

株式会社考え方研究社入社 
株式会社公文教育研究会入社 
株式会社大阪有線放送社(現：株
式会社USEN)入社 
株式会社第一興商入社 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社入社 
提出会社顧問 
提出会社取締役コンテンツサービ
ス本部長 
提出会社取締役ブロードバンド事
業部長 
ルネサンス・アカデミー株式会社
代表取締役社長(現任) 

―

取締役 財務経理本部長 加 納   彰 昭和43年７月27日生

平成４年４月
平成12年３月 
平成14年１月 
平成16年11月 

野村證券株式会社入社
提出会社入社 
提出会社取締役財務経理部長 
提出会社取締役財務経理本部長
(現任) 

―



  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 

技術 
サービス統括 

兼 
CDN事業部長 

久 保  利 人 昭和44年６月26日

平成７年４月
平成８年９月 
平成10年10月 
平成12年４月 
平成14年１月 

  
  

平成15年１月 
  

平成15年10月 
平成18年６月 

フジモリ産業株式会社入社 
ソフトバンク株式会社入社 
マークアイ株式会社入社 
提出会社入社 
アカマイ・テクノロジーズ・ジャ
パン株式会社(現：CDNソリューシ
ョンズ株式会社)出向 営業部長 
CDNソリューションズ株式会社取
締役 
提出会社CDN事業部長 
提出会社取締役技術サービス統括 
兼CDN事業部長(現任) 

4

取締役 

コンテンツ 
サービス統括 

兼 
業務推進本部長 

池  羽   信 雄 昭和38年９月30日

昭和61年４月
  
  

平成７年１月 
  

平成12年10月 
平成13年１月 
平成15年６月 

  
平成15年７月 

  
平成16年10月 

  
  

平成17年12月 
  

平成18年６月 

日本勧業角丸証券株式会社(現：
みずほインベスターズ証券株式会
社)入社 
株式会社もしもしホットライン入
社 
提出会社入社 
提出会社業務推進部長 
提出会社コンテンツサービス本部
長 
ビー・ビー・ケーブル株式会社取
締役 
ソフトバンクBB株式会社(現：BB
テクノロジー株式会社)出向 
BBTV事業統括部統括部長 
提出会社ゲームオンデマンド事業
部サービス企画部長 
提出会社取締役コンテンツサービ
ス統括兼業務推進本部長(現任) 

32

常勤監査役 ― 山 本 眞 治 昭和14年10月28日生

昭和37年４月
昭和57年２月 
昭和59年７月 
昭和62年11月 
平成元年５月 
平成元年10月 
平成３年５月 
平成４年４月 

  
平成８年４月 
平成12年３月 
平成12年６月 

  
平成17年６月 

  
平成18年４月 

株式会社富士銀行入行
同行武蔵小杉支店長 
同行灘支店長 
同行荏原支店長 
同行検査部検査役 
株式会社鳩山レイク常務取締役 
同行関連事業部詰参事役 
芙蓉パートライト株式会社常務取
締役 
同社専務取締役 
提出会社監査役(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社監査役 
CDNソリューションズ株式会社監
査役(現任) 
CMX株式会社監査役(現任) 

―

監査役 ― 土 橋 康 成 昭和34年８月13日生

昭和58年４月
  

平成７年７月 
平成９年８月 
平成10年11月 
平成11年３月 

  
平成11年４月 

  
  

平成12年２月 
平成12年３月 

  
平成16年４月 

  
  

平成17年８月 
  
  

平成17年10月 
  

株式会社日本ソフトバンク入社 
(現：ソフトバンク株式会社) 
同社人事部部長代行 
同社社長室次長 
同社社長室長 
提出会社マーケティング部長(兼
務) 
ソフトバンク パブリッシング株
式会社入社 
管理局長 
提出会社監査役(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社監査役 
ソフトバンク パブリッシング株
式会社常務取締役管理本部長兼営
業本部長 
ソフトバンク メディアマーケテ
ィング ホールディングス株式会
社取締役(現任) 
ソフトバンク クリエイティブ株
式会社常務取締役(現任) 

─

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 ― 堀   勇 志 昭和16年12月４日生

昭和39年４月
平成元年10月 
平成５年11月 
平成８年１月 
平成14年１月 
平成14年４月 

  
平成14年６月 

安田信託銀行株式会社入行 
同社事務管理部専任部長 
同社検査部専任部長 
同社検査部業務役 
同社検査部業務顧問 
ソフトバンク株式会社 業務監査
室主査(現任) 
提出会社監査役(現任) 

―

監査役 ― 小 林   樹 昭和11年６月25日生

昭和34年４月
昭和46年10月 

  
平成３年12月 
平成９年６月 

  
平成12年２月 

株式会社テレビ朝日入社
株式会社日本ケーブルテレビジョ
ン専務取締役 
同社代表取締役社長 
株式会社テレビ朝日役員待遇(衛
星放送関連室担当) 
株式会社ディレク・ティービー経

―



  
(注) １ 監査役山本眞治、監査役堀勇志並びに監査役小林樹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 所有株式数は、提出日現在の株数を記載しております。 

  

  

 
平成13年２月 
平成16年７月 

  
平成18年６月 

営企画担当副社長
株式会社CS-WOWOW代表取締役社長 
ブロードメディア・スタジオ株式
会社取締役社長(現任) 
提出会社監査役(現任) 

計 698



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 
提出会社は、株主をはじめとするステークホルダーに対して、公正かつ透明性の高い経営を心がけるとともに、内部
においては、効率性と適法性を同時に確保できるガバナンス体制の構築を図っております。 
提出会社の事業を取り巻く経営や技術環境の変化はめざましく、迅速な意思決定が求められております。このため、
提出会社は、社内の業務執行取締役による機動的な意思決定に基づき、経営が行われる体制をとっております。経営監
視機能については、監査役制度が適切に機能しており、事業開始後８年、比較的小規模かつ成長過程にある提出会社に
とって、過不足のないガバナンス体制であると考えております。 
業務執行にあたっては、一定の基準により経営会議の審議に諮ることとしております。また、ガバナンスの基礎とな
るコンプライアンス態勢を強化するため、チーフ・コンプライアンス・オフィサー(CCO)を選任し、適法性を確保するた
めの指導及び監督を行う体制を整えております。更に、独立の機関である業務監査室を設置し、各事業部門による業務
遂行状況について定期的に監査を実施しております。 
提出会社は、経営の状況をステークホルダーに適時に開示することが、ガバナンスの健全化に欠かせないものと考え
ております。このため代表者自身による説明会の開催や、インターネットによるストリーミング配信などを積極的に実
施し、IR活動を充実させております。 
  
(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 
① 会社の機関の内容 
１．取締役会 
提出会社の取締役会は６名で構成されており、法令で定められた事項や経営に関する重要な事項に関する意思決
定を行うとともに、業務執行状況の監督を行っております。取締役のうち５名が常勤であるため、日々緊密に連携
をとり、迅速に経営判断を行っております。 
  

２．経営会議 
経営会議は提出会社の取締役全員で構成されており、原則として隔週に１回開催しております。毎回、各事業部
及び各本部の部長以上を出席させ、業務遂行状況の報告を受けるとともに、経営上や業務上の重要課題について協
議及び決定しております。 
  

３．監査役会 
監査役会は社外監査役３名を含む４名で構成されており、各監査役は監査役会が策定した計画に従い監査を実施
しております。監査役は、取締役会や経営会議への出席、重要な書類の閲覧などを通じ、経営の執行状況を常時監
視できる体制になっております。 
  

４．業務監査室 
業務監査室は、社内各部門の業務活動及び制度の運用状況等について、経営方針、諸規程並びにその他業務の諸
制度や諸基準への準拠性と、業務の諸活動や管理の妥当性及び効率性を検証評価し、適正化のための指導、助言並
びに勧告を行っております。 
  

５．会計監査人 
証券取引法監査並びに商法特例法及び会社法監査を担う会計監査人として中央青山監査法人と監査契約を締結し
ております。監査におきましては、複数の公認会計士及び会計士補による監査体制がとられております。 

  
  



② 会社の機関・内部統制の関係を示す図表  

 
  
③ 内部統制システムの整備の状況 
提出会社は、平成18年５月９日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針に関する下記内容の決
議を行っております。 
  
１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
提出会社は、取締役を含むすべての役職員が法令・定款・社内規則・社会規範及び倫理に適合した行動をとるこ
とをあらゆる企業活動の前提とする。そのため、コンプライアンスの責任者であるチーフ・コンプライアンス・オ
フィサー(CCO)を選任し、また、各部門にコンプライアンス責任者を置く体制を整える。CCOは、提出会社が適合す
べき法令等に関する教育を定期的に実施するとともに、コンプライアンスに関する社内規則、ガイドライン、マニ
ュアル等の作成・配布等を行う。各部門のコンプライアンス責任者には事業部長、本部長が就任し、CCOの指導に基
づき、自部門におけるコンプライアンス体制の強化を図る。  
業務監査担当者は、「業務監査規程」に基づき定期的に法令や社内規則の遵守状況を監査し、その結果を取締役
会及び監査役会に報告している。さらに、法令違反行為の未然予防と早期発見を目的として、役職員(アルバイト等
非正規社員も含む)からの報告・相談を受け付けるホットラインを設置・運用している。 
  

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
提出会社は、法令及び「文書保存管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体に記
録し、保存している。取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できる。 
  
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
提出会社は、取締役、事業部長、本部長により構成される会議体において、提出会社の事業に内在するリスクを
定期的に集約し、組織横断的・総括的な対策を講じる。その内容等については、経営会議を通じて全社に周知徹底
される。 



業務監査担当者は、「業務監査規程」に基づきリスク管理状況の監査を行い、その検討結果について、取締役会
及び監査役会に報告している。 
なお、万一、リスクが顕在化した場合は、「危機対策規程」に基づき適切な対応を講じるものとする。 
  
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
提出会社は、取締役会において期初毎に数値目標を含む経営計画を策定し、この計画に基づき、各事業部長、本
部長が具体的な施策を遂行している。そして、定期的に開催される経営会議及び月次決算報告会において、業務の
進捗及び経営計画の目標達成状況を確認し、それ以降の業務運営に反映させている。 
また、「業務分掌及び職務権限に関する規程」にて、各部門の業務遂行に必要な職務の範囲及び権限と責任を明
確にするとともに、「取締役会規程」、「稟議規程」等の機関決定に関する規程を定め、決裁権限を明確にしてい
る。 
  
５．当社グループ会社における業務の適正を確保するための体制 
提出会社は、当社グループ会社の事業内容や規模その他実態に応じた適切な内部統制が実施される体制が構築さ
れるよう指導、助言する。 
業務監査担当者は、当社グループ会社に対する内部監査を定期的に実施し、その結果を提出会社の取締役会及び
監査役会に報告している。 
また、当社グループはソフトバンクグループの一員として、グループ全体の規範を尊重して行動するとともに、
代表取締役社長、CCO、監査役、業務監査担当者は各々の立場で親会社の責任者と定期的に意見を交換し、コンプラ
イアンス、リスク管理、効率性向上等のための施策の共有を図っている。 
  
６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人の取締役からの独立性 
提出会社は、監査役の職務の執行に必要な場合、監査役会と協議のうえ、必要な業務量に応じて専任または兼任
の補助使用人を置く。監査役会の補助使用人を設置する場合は、当該使用人への指揮・命令は監査役が行なうもの
とし、また人事異動・人事評価・懲戒処分は監査役会の同意を得るものとする。 
また、業務監査室は、監査役との協議により、監査役会の要望した事項の内部監査を実施し、その結果を監査役
会に報告するものとする。 
  
７．監査役への報告体制 
取締役及び役職員は、監査役に対して、次の事項を報告する。 
１．提出会社及び当社グループ会社に関する重要事項 
２．会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 
３．法令・定款違反事項 
４．コンプライアンス体制の運用及びホットライン通報状況 
５．業務監査室による監査結果 
６．上記のほか、監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項 
  



８．その他監査役会の監査が実効的に行われる事を確保するための体制 
監査役は、必要に応じて、経営会議その他提出会社の重要な会議へ出席し、また、取締役及び役職員に個別にヒ
アリングを実施することができる。監査役会は、監査法人と定期的に意見交換を行い、必要に応じて、専門の弁護
士、会計士を雇用し、監査業務に関する助言を受けることができる。 

  
④ 内部監査及び監査役監査の状況 

業務監査室は、原則として半年に一度、提出会社の全事業部門を対象とした内部監査を行い、指導、助言並びに勧
告を行っております。最近１年間においては、平成17年３月から同年７月にかけてと平成17年11月から平成18年２月
にかけて監査を実施いたしました。連結子会社を対象とした監査も実施しております。 
監査役監査は、監査役会が策定した監査計画に基づいて実施されております。各監査役は、会計監査人との間で

定期的に会合を設け、特に決算に関しては四半期ごとに報告を受けております。この他随時必要に応じて、会計監査
人と意見交換を行っております。また、業務監査室から監査計画、各部門や連結子会社の業務監査結果、その他監査
に関連する事項について定期的に報告を受け、必要に応じて意見交換を行っております。 

  
⑤ 会計監査の状況 
１．業務を執行した公認会計士の氏名、継続関与年数及び所属する監査法人 

２．監査業務に係る補助者の構成 
公認会計士４名、会計士補８名、その他の監査従事者２名、計14名 
  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 
１．提出会社は、社外取締役を選任しておりません。 
２．社外監査役堀勇志は、ソフトバンク株式会社の業務監査室主査を本務としております。社外監査役小林樹は、ブ
ロードメディア・スタジオ株式会社の取締役社長を本務としております。提出会社とこれら各社外監査役が所属
する会社との間に資本関係はありません。提出会社とソフトバンク株式会社並びにブロードメディアスタジオ株
式会社との間には営業取引がありますが、軽微であります。 

  
(2) リスク管理体制の整備の状況 
 内部統制システムの基本方針に基づき、提出会社の全事業部長、本部長から構成される会議体において、提出会社
の事業に内在するリスクを定期的に集約し、組織横断的かつ総括的な対策を講じる体制を整備しております。 
  

(3) 役員報酬の内容 

(注) １ 平成18年３月31日現在の取締役は４名、監査役は３名であります。 
２ 提出会社には社外取締役はおりません。 

  

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数(年)
指定社員 

業務執行社員 
市村 清 中央青山監査法人 ８

指定社員 
業務執行社員 

江島 智 中央青山監査法人 ２

区分 
取締役 監査役 計 

支給 
人員 

支給額 
支給 
人員 

支給額 
支給 
人員 

支給額 

定款又は株主総会決議 
に基づく報酬 

４名 
65,522 
千円 

1名
8,287 
千円 

５名 
73,809 
千円 

株主総会決議に基づく 
退職慰労金 

１名 
3,000 
千円 

１名 
3,000 
千円 

２名 
6,000 
千円 

計   
68,522 
千円 

  
11,287 
千円 

  
  

79,809 
千円 



(4) 監査報酬の内容 

(注) 上記以外の業務に基づく報酬はありません。 
  
  

区分 支払額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20,500千円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
(1) 提出会社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28
号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 
ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式
及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項ただし書
きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 
なお、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)は、連結会計年度末日に連結子会社が無か
ったため、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりますが、連結貸借対照表及び連結剰
余金計算書は作成しておりません。従って以下に掲げる連結貸借対照表及び連結剰余金計算書については、前連結
会計年度との対比は行っておりません。 

  
(2) 提出会社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下
「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 
ただし、第９期事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式
及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項ただし書
きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 
  

  
２ 監査証明について 

提出会社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日
まで)及び当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表並びに第９期事業年度(平
成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び第10期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の財
務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 

  
  
  



１ 【連結財務諸表等】 
(1) 【連結財務諸表】 
① 【連結貸借対照表】 

  

    
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)         
Ⅰ 流動資産         
１ 現金及び預金     2,261,445   
２ 受取手形及び売掛金     637,381   
３ 商品     39,958   
４ 番組勘定     378,729   
５ 前払費用     16,469   
６ 繰延税金資産     242,152   
７ 未収入金     41,507   
８ 短期貸付金     10,000   
９ その他     9,869   
貸倒引当金     △13,536   
流動資産合計     3,623,978 72.5 

Ⅱ 固定資産         
１ 有形固定資産         
(1) 建物   8,058     
減価償却累計額   3,306 4,752   

(2) 工具器具備品   1,170,126     
減価償却累計額   918,330 251,796   

(3) 建設仮勘定     13,412   
有形固定資産合計     269,961 5.4 

２ 無形固定資産         
(1) ソフトウェア     345,244   
(2) 連結調整勘定     445,648   
(3) その他     2,976   
無形固定資産合計     793,870 15.9 

３ 投資その他の資産         
(1) 投資有価証券 ※１   256,491   
(2) 繰延税金資産     18,579   
(3) その他     36,947   
投資その他の資産合計     312,019 6.2 
固定資産合計     1,375,850 27.5 
資産合計     4,999,829 100.0 

          



  

  
  

  

    
当連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)         
Ⅰ 流動負債         
 １ 買掛金     442,948   
２ 一年以内償還予定の社債     221,550   
３ 一年以内返済予定の長期借入金     2,351   
４ 未払金     256,282   
５ 未払費用     165,756   
６ 未払法人税等     857,443   
７ 未払消費税等     20,598   
８ 前受金     205,309   
９ その他     34,190   
流動負債合計     2,206,431 44.2 

Ⅱ 固定負債         
１ 長期借入金     4,703   
２ 役員退職慰労引当金     45,583   
３ 預り保証金     31,402   
固定負債合計     81,689 1.6 
負債合計     2,288,121 45.8 

          
(少数株主持分)         

少数株主持分     21,607 0.4 
          

(資本の部)         
Ⅰ 資本金 ※２   623,828 12.5 
Ⅱ 資本剰余金     250,526 5.0 
Ⅲ 利益剰余金     1,815,783 36.3 
Ⅳ 為替換算調整勘定     174 0.0 
Ⅴ 自己株式 ※３   △211 △0.0 

資本合計     2,690,100 53.8 
負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    4,999,829 100.0 

          



② 【連結損益計算書】 

  
  

    
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     10,979,685 100.0   9,275,185 100.0 
Ⅱ 売上原価     7,939,145 72.3   4,167,528 44.9 

売上総利益     3,040,540 27.7   5,107,656 55.1 
Ⅲ 販売費及び一般管理費               
１ 従業員給与   429,734     418,704     
２ 従業員賞与   142,890     145,591     
３ 役員退職慰労引当金 
繰入額 

  ―     9,166     

４ 業務委託費   671,682     391,053     
５ 荷造運賃   253,258     172,264     
６ 広告宣伝費   162,701     103,697     
７ 販売促進費   68,477     35,068     
８ 印刷費   221,471     163,434     
９ 貸倒引当金繰入額   38,012     ―     
10 減価償却費   44,639     23,691     
11 連結調整勘定償却   ―     89,862     
12 その他   680,751 2,713,620 24.7 749,166 2,301,700 24.8 
営業利益     326,920 3.0   2,805,956 30.3 

Ⅳ 営業外収益               
１ 受取利息   2,919     124     
２ 受入手数料   15,373     ―     
３ 貯蔵品売却益   38,406     1,635     
４ その他   12,708 69,408 0.6 7,666 9,426 0.1 

Ⅴ 営業外費用               
１ 支払利息   72,003     4,006     
２ 為替差損   9,685     522     
３ 持分法による投資損失   ―     67,503     
４ 出資金組合損益分配損   ―     4,129     
５ その他   20,766 102,455 0.9 ― 76,161 0.8 
経常利益     293,872 2.7   2,739,221 29.6 

Ⅵ 特別利益               
１ 投資有価証券売却益   4,695     ―     
２ 関係会社株式売却益 ※１ 544,017     ―     
３ 受入補償金 ※２ 19,614     ―     
４ 貸倒引当金戻入益 ※３ ― 568,326 5.2 182,438 182,438 2.0 

Ⅶ 特別損失               
１ 貯蔵品評価損 ※４ 6,575     22,666     
２ 固定資産除却損 ※５ 8,644     60     
３ 投資有価証券評価損   48,750     2,496     
４ 投資有価証券売却損   ―     56     
５ 過年度役員退職慰労 
引当金繰入額 

※６ ― 63,970 0.6 42,416 67,697 0.8 

税金等調整前当期純利益     798,228 7.3   2,853,962 30.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

  768,644     1,195,798     

法人税等調整額   543,038 1,311,682 12.0 46 1,195,845 12.9 
少数株主利益     ―     12,797 0.2 
当期純利益又は 
当期純損失(△) 

    △513,454 △4.7   1,645,319 17.7 

                



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  
  
  

  
当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 金額(千円) 
(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   162,815 
Ⅱ 資本剰余金増加高     
 １ 新株引受権及び新株予約権行使

による新株発行に伴う増加 
86,820   

 ２ 新株引受権及び新株予約権行使
による資本剰余金への振替額 

890 87,711 

      
Ⅲ 資本剰余金期末残高   250,526 
      

(利益剰余金の部)     
Ⅰ 利益剰余金期首残高   170,464 
      
Ⅱ 利益剰余金増加高     
 １ 当期純利益 1,645,319 1,645,319 
      
Ⅲ 利益剰余金期末残高   1,815,783 
      



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
１ 税金等調整前当期純利益 798,228 2,853,962 
２ 減価償却費 1,252,410 454,281 
３ 連結調整勘定償却額 ― 89,862 
４ 貸倒引当金の減少額 △34,454 △222,496 
５ 役員退職慰労引当金の増加額 ― 45,583 
６ 受取利息及び受取配当金 △2,919 △124 
７ 支払利息 72,003 4,006 
８ 持分法による投資損失 ― 67,503 
９ 固定資産除却損 8,644 60 
10 投資有価証券評価損 48,750 2,496 
11 投資有価証券売却損益 △4,695 56 
12 出資金組合損益分配損 ― 4,129 
13 関係会社株式売却益 △544,017 ― 
14 売上債権の増減額 △95,241 585,106 
15 棚卸資産の増減額 853,165 △341,249 
16 仕入債務の増減額 87,407 △107,382 
17 前渡金の減少額 552,117 24,180 
18 未収入金の減少額 20,782 105,444 
19 前受金の増減額 945,214 △740,092 
20 未収消費税等及び未払消費税等の増減額 205,648 △189,234 
21 預り保証金の減少額 △275,675 △198 
22 その他 180,365 171,578 

小計 4,067,737 2,807,473 
23 利息及び配当金の受取額 2,919 124 
24 利息の支払額 △64,346 △3,921 
25 法人税等の支払額 △316,566 △921,918 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,689,743 1,881,757 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
１ 固定資産の取得による支出 △1,300,831 △476,889 
２ 固定資産の売却による収入 275,983 ― 
３ 投資有価証券の取得による支出 ― △284,500 
４ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 

― △523,806 

５ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による収入 

△53,824 ― 

６ 貸付による支出 ― △10,000 
７ 貸付金回収による収入 1,466,000 ― 
８ その他 △4,479 △10,920 

投資活動によるキャッシュ・フロー 382,848 △1,306,117 



  

  

  

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
１ 短期借入金の減少額 △2,400,000 △50,000 
２ 関係会社短期借入金の増減額 △400,000 ― 
３ 新株発行による収入 30,469 173,969 
４ 自己株式取得による支出 △211 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,769,741 123,969 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― 1,791 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,302,849 701,402 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 257,193 1,560,043 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,560,043 2,261,445 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事
項 

提出会社の連結子会社であったビ
ー・ビー・ケーブル㈱は、平成16年
９月30日に全株式を売却したことに
より子会社ではなくなりました。 
一方、提出会社は、平成16年９月
29日にクラリネット㈱を子会社とし
て設立いたしましたが、同社の総資
産、売上高、当期純損益及び利益剰
余金等は、いずれも提出会社の連結
財務諸表に重要な影響を及ぼしてい
ないため、連結の範囲に含めており
ません。 
従って、当連結会計年度末には連
結子会社がありませんので、当連結
会計年度においては、連結損益計算
書及び連結キャッシュ・フロー計算
書を作成しておりますが、連結貸借
対照表、連結剰余金計算書は作成し
ておりません。 
  

(1) 連結子会社の数 ２社 
連結子会社の名称及び新規連結の理由 

CDNソリューションズ㈱ 
Oy Gamecluster Ltd. 

上記２社は当連結会計年度中に新た
に取得したため連結の範囲に含めて
おります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 
クラリネット㈱ 

連結の範囲から除いた理由 
非連結子会社クラリネット㈱は、小
規模会社であり、同社の総資産、売上
高、純損益及び利益剰余金等は、いず
れも提出会社の連結財務諸表に重要な
影響を及ぼしていないためでありま
す。 

２ 持分法の適用に関する
事項 

提出会社は、平成17年３月31日に
㈱アリスネットの株式を取得いたし
ましたが、連結貸借対照表を作成し
ていないため、該当事項はありませ
ん。 
  

持分法適用の関連会社数 ２社 
会社等の名称  
㈱アリスネット 
ルネサンス・アカデミー㈱ 
提出会社は、平成17年３月31日に㈱
アリスネットの株式を取得致しました
ので、当連結会計年度より持分法を適
用しております。 
また、提出会社は、平成17年10月３
日に設立されたルネサンス・アカデミ
ー㈱への出資を実施致しましたので、
同社について当連結会計年度より持分
法を適用しております。 
  

３ 連結子会社の事業年度
等に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日は、連結
決算日と一致しております。 
  

Oy Gamecluster Ltd.の決算日は12月
31日であります。連結財務諸表を作成
するに当たっては同日現在の財務諸表
を使用し、連結決算日までに生じた重
要な取引については、連結上必要な調
整を行っております。 

  



  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する
事項 

  

    

 (1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法 

――――――― 
  

商品 
先入先出法による原価法を採用して
おります。 

  貯蔵品 
先入先出法による原価法を採用して
おります。 

――――――― 
  

  番組勘定 
個別法による原価法を採用しており
ます。 

  

番組勘定 
同左 

  有価証券 
その他有価証券で時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用して
おります。 

  

有価証券 
その他有価証券で時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用して
おります。 
なお、投資事業有限責任組合への出
資(証券取引法第２条第２項により
有価証券とみなされるもの)につい
ては、組合契約に規定される決算報
告日に応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額で取り込
む方法によっております。損益の持
分相当額については営業外損益に計
上しております。 

  
 (2) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 
有形固定資産 
定率法を採用しております。 

  

有形固定資産 
同左 

  無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における見込利用可能
期間(５年内)に基づく定額法を採用
しております。 

  

無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における見込利用可能
期間(５年)に基づく定額法を採用し
ております。 

  
 (3) 重要な引当金の計上

基準 
貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

  

貸倒引当金 
同左 

  ――――――― 
  

役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支給に備えるた
め、内規に基づく当連結会計年度末
要支給額を計上しております。 
  



  

  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 重要なリース取引の
処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。 

  

同左 
  

 (5) 重要なヘッジ会計の
方法 

――――――― 
  

イ ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。また、為替変動リスクのヘッジ
について振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を行っており
ます。 
ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 
当連結会計年度にヘッジ会計を適用
したヘッジ対象とヘッジ手段は以下
のとおりであります。 
 ヘッジ手段…為替予約取引 
ヘッジ対象…外貨建仕入債務 

ハ ヘッジ方針 
主に当社の内規である為替リスク管
理規程に基づき、為替変動リスクを
ヘッジしております。 
ニ ヘッジ有効性評価の方法 
為替予約取引については、当該取引
とヘッジ対象に関する重要な条件等
が一致しており、かつキャッシュ・
フローが固定されているため、ヘッ
ジの有効性評価を省略しておりま
す。 
  

 (6) その他連結財務諸表
作成のための重要な
事項 

消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は税抜方式によ
っております。 

  

消費税等の会計処理 
同左 

  

５ 連結子会社の資産及び
負債の評価に関する事
項 

連結子会社の資産及び負債の評価に
ついては、全面時価評価法を採用し
ております。 

  

同左 
  

６ 連結調整勘定の償却に
関する事項 

  

該当事項はありません。 ５年間で均等償却しております。 

７ 利益処分項目等の取扱
いに関する事項 

連結会社の利益処分について連結会
計年度中に確定した利益処分に基づ
いております。 

  

同左 

８ 連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金
の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金(現金及び現金同等物)は、
手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヵ月以内に
償還期限の到来する短期投資からな
っております。 

  

同左 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― 
  

(固定資産の減損に係る会計基準) 
当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基
準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業
会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用
しております。これによる損益に与える影響はありま
せん。 
  



  
追加情報 

  

  
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― 
  

当連結会計年度より、役員退職慰労金制度を導入
し、役員退職慰労金内規を制定したため、役員退職慰
労引当金を計上しております。これに伴い、当期発生
額9,166千円は、販売費及び一般管理費へ、過年度分
42,416千円は特別損失に計上しております。この結
果、営業利益及び経常利益は9,166千円、税金等調整
前当期純利益は51,583千円それぞれ少なく計上されて
おります。 
  



注記事項 
(連結貸借対照表関係) 

  

  
  
(連結損益計算書関係) 

  

  

  

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。 
投資有価証券(株式)   35,621千円 

  
※２ 当社の発行済株式総数 

普通株式       17,356,400株 
  

※３ 連結会社、持分法を適用した非連結子会社及び関連会社が保有する自己株式 
普通株式           346株 
  

４ 契約債務 
提出会社は、平成17年４月28日にSBIブロードバンドファンド１号投資事業有限責任組合に１口100,000千円
の出資をおこなう契約を締結致しました。当連結会計年度末における同組合に対する払込額は25,000千円で
あり、残額75,000千円については同組合への出資義務を負っております。 

  
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ ビー・ビー・ケーブル㈱株式売却益 
          544,017千円 
    

――――――― 
  

※２ ブロードメディア総研㈱のCDN取次店契約の不履
行に係る補償金 
          19,614千円 
    

――――――― 
  

――――――― ※３ ClubiT CS衛星放送会の新規会員獲得の終了から
４年経過し、新規の発生がなくなったことに伴
い、従来、個別に引当を行っていた債権並びに引
当対象債権が減少したことによるものです。 

  
※４ CSチューナー・アンテナ等の評価減を行っており

ます。 
          6,575千円 
    

※４ CSチューナー・アンテナ等の評価減を行っており
ます。 
         22,666千円 
    

※５ 固定資産除却損の内訳 
本社移転に伴い、以下の固定資産を除却してお
ります。 
建物 7,718千円 
工具器具備品 926千円 
    

――――――― 
  

――――――― 
  

※６ 当連結会計年度より、役員退職慰労金制度を導入
し、役員退職慰労金内規を制定したため、役員退
職慰労引当金を計上しております。これに伴う過
年度分の計上額であります。 

  



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在)

  

現金及び預金 1,560,043千円
現金及び現金同等物 1,560,043千円

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)
現金及び預金 2,261,445千円 
現金及び現金同等物 2,261,445千円 

２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社
でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳 

  
株式の売却によりビー・ビー・ケーブル㈱が
連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資
産及び負債の内訳並びにビー・ビー・ケーブル
㈱株式の売却価額と売却による収入は次の通り
であります。 

  
流動資産 732,932千円 
固定資産 1,298,357千円 
繰延資産 13,440千円 
流動負債 △2,578,748千円 
固定負債 ― 千円 
少数株主持分 ― 千円 
株式売却益 544,017千円 
ビー・ビー・ケーブル㈱ 
株式の売却価額 

  
10,000千円 

ビー・ビー・ケーブル㈱ 
現金及び現金同等物 

  
63,824千円 

差引:売却による収入 △53,824千円 
    

――――――― 
  
  
  

――――――― 
  

３ 当連結会計年度に株式の取得により新たに連結
子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

  
株式の取得により新たに連結したことに伴う
連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の
取得価額と取得のための支出(純額)は次の通り
であります。 

  
CDNソリューションズ㈱ 
流動資産 172,854千円 
固定資産 1,201千円 
連結調整勘定 190,711千円 
流動負債 △85,958千円 
固定負債 ― 千円 
少数株主持分 △8,809千円 
CDNソリューションズ㈱ 
株式の取得価額 

  
270,000千円 

CDNソリューションズ㈱ 
現金及び現金同等物 

  
△82,001千円 

差引:取得による支出 187,998千円 
    

    



  

  
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  Oy Gamecluster Ltd. 
流動資産 18,826千円 
固定資産 8,675千円 
連結調整勘定 344,799千円 
流動負債 △17,806千円 
固定負債 △4,494千円 
Oy Gamecluster Ltd. 
株式の取得価額 

  
350,000千円 

Oy Gamecluster Ltd. 
現金及び現金同等物 

  
△14,191千円 

差引:取得による支出 335,808千円 
    



(リース取引関係) 
  

  
  
(有価証券関係) 

当連結会計年度(平成18年３月31日現在) 
１. 時価評価されていない有価証券の内容 

  
２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自 平成17年4月１日 至 平成18年３月31日)  

  
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置    ―    ―    ― 
工具器具備品    ―    ―    ― 
ソフトウェア    ―    ―    ― 

合計    ―    ―    ― 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 
(主にCSチュー
ナー・アンテ
ナ) 

212,122 117,994 94,127 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 ― 千円
１年超 ― 千円
合計 ― 千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 
未経過リース料期末残高相当額 
１年内 51,941千円
１年超 47,920千円
合計 99,861千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額 

支払リース料 746,615千円

減価償却費相当額 646,226千円

支払利息相当額 79,471千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額及び減損損失、支払利息相当額 
支払リース料 189,950千円
減価償却費相当額 164,336千円
支払利息相当額 15,457千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額
とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。 
  

(5) 利息相当額の算定方法 
同左 

  (減損損失について) 
リース資産に配分された減損損失はありません。 
  

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 
関係会社株式   
非上場株式 35,621 
その他有価証券   
非上場株式 220,870 
合計 256,491 

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 
300 ― 56 



(デリバティブ取引関係) 
１. 取引の状況に関する事項 

  
２. 取引の時価等に関する事項 
当連結会計年度におきましては、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象としておりません。 
  
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

提出会社及び連結子会社は、デリバティブ取引を行って
おりませんので、該当事項はありません。 

(1)取引の内容及び利用目的 
   外貨建債務の為替変動リスクを回避するために、
為替予約取引を利用しております。 

(2)取引に対する取組方針 
為替予約取引は、外貨建仕入取引をヘッジするた
めのものであるため、外貨建債務の範囲内で行うこ
ととし、投機目的の取引は行わない方針でありま
す。 

(3)取引に係るリスクの内容 
   為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを
有しております。 
なお、為替予約取引の契約先は、信用度の高い金
融機関であるため、相手先の契約不履行によるいわ
ゆる信用リスクはほとんどないと判断しておりま
す。 

(4)取引に係るリスク管理体制 
   為替予約取引の執行・管理については、社内規程
である「為替リスク管理規程」に基づいて行われて
おり、想定元本額により、取締役会決議、代表取締
役の承認、財務経理本部長の承認により決裁された
後、執行が義務付けられております。また、為替予
約取引の状況については、毎月「為替見越残高報
告」により財務経理本部への報告、半期ごとに「為
替損益報告」による経営会議への報告を行っており
ます。 



(退職給付関係) 
  

  
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 
   提出会社及び連結子会社は、退職給付制度として
確定拠出年金制度を設けております。 

   また、確定給付型の制度である総合設立型厚生年
金基金(東京都小型コンピューターソフトウェア産
業厚生年金基金)に加入しており、同基金への拠出
額を費用計上しております。 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 
   提出会社及び連結子会社は、退職給付制度として
確定拠出年金制度を設けております。 

   また、確定給付型の制度である総合設立型厚生年
金基金(関東ITソフトウェア厚生年金基金)に加入し
ており、同基金への拠出額を費用計上しておりま
す。 

  
２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日現在) 
   退職給付制度は、確定拠出年金制度を採用してい
るため退職給付債務はありません。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日現在) 
   退職給付制度は、確定拠出年金制度を採用してい
るため退職給付債務はありません。 

  
３ 退職給付費用に関する事項 
   当連結会計年度の、提出会社及び連結子会社の確

定拠出年金への拠出額は、13,356千円であります。 
  

３ 退職給付費用に関する事項 
   当連結会計年度の、提出会社及び連結子会社の確

定拠出年金への拠出額は、14,349千円であります。 
  

４  提出会社及び連結子会社が加入しております総合
設立型厚生年金基金(東京都小型コンピュータソフ
トウェア産業厚生年金基金)への掛金拠出割合によ
り計算した、同基金の平成17年３月31日現在の年金
資産額(時価)は 194,615千円(注)であります。な
お、当連結会計年度の年金拠出額は14,600千円であ
り、当連結会計年度の費用としております。 

  
  (注) 当連結会計年度は、連結貸借対照表を作成していな

いため、提出会社に係る金額を記載しております。 
  

４  提出会社及び連結子会社が加入しております総合
設立型厚生年金基金(関東ITソフトウェア厚生年金
基金)への掛金拠出割合により計算した、同基金の
平成18年３月31日現在の年金資産額(時価)は
182,895千円であります。なお、当連結会計年度の
年金拠出額は17,489千円であり、当連結会計年度の
費用としております。 

  
  



(税効果会計関係) 
  

  
  
  

  

前連結会計年度 
(平成17年３月31日現在) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日現在) 

１ 連結納税制度 
 連結納税制度を適用しております。 
  

１ 連結納税制度 
 連結納税制度を適用しております。 
  

 ――――――― 
  

２ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 

  
繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目
に含まれております。 

貸倒引当金損金算入限度超過額 △16,935千円
貸倒損失否認 4,626千円
未払賞与否認 29,494千円
貯蔵品評価損否認 7,864千円
未払費用否認 40,919千円
未払事業税 93,231千円
買掛金否認 17,064千円
減価償却超過額 46,925千円
役員退職慰労引当金否認 18,547千円
繰越欠損金 179,820千円
連結会社間内部利益消去 △1,962千円
その他 31,021千円
繰延税金資産合計 450,616千円
評価性引当額 △189,884千円
繰延税金資産の純額 260,732千円

流動資産 ― 繰延税金資産 242,152千円
固定資産 ― 繰延税金資産 18,579千円
   

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
 法定実効税率 40.69%
調整  
 評価性引当額の増加  137.41%
 ビー・ビー・ケーブル㈱の連結納税
グループ離脱に伴う同社株式譲渡損
益の修正 △11.80%
 その他  △1.98%
税効果適用後の法人税等の負担率 164.32%
   

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
当連結会計年度につきましては、法定実効税率と税
効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法
定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略し
ております。 
   
   



(セグメント情報) 
【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
(単位：千円)

  
(注) １  事業区分の方法 

事業は、提出会社が顧客に対して提供するサービスの類似性に従って区分しております。 
２ 各区分に属する主要なサービス 

３ 事業区分名称の変更 
当連結会計年度よりセグメントの名称を、「BBTV事業」から「メディアコンテンツ事業」に変更いたしました。なお「ブロ
ードバンド関連サービス事業」及び「CS放送サービス事業」は変更ありません。 

４ 当連結会計年度は、連結貸借対照表を作成していないため、「資産、減価償却費及び資本的支出」については記載しており
ません。 

  

  

ブロード 
バンド関連 
サービス 
事業 

CS放送
サービス 
事業 

メディア
コンテンツ 
事業 

計
消去又は 
全社 

連結 

売上高及び営業損益 
  
  売上高 
  
(1)外部顧客に 
対する売上高 

 (2)セグメント間の内部売
上高又は振替高 

  
  
  
  

5,364,468 
  
― 

 
 
 
 

5,407,988
 
―

 
 
 
 

207,228
 
―

 
 
 
 

10,979,685
 
―

  
  
  
  
― 
  
― 

 
 
 
 

10,979,685
 
―

計 5,364,468 5,407,988 207,228 10,979,685 ― 10,979,685
営業費用 5,341,159 2,983,121 2,328,484 10,652,765 ― 10,652,765
営業利益又は営業損失(△) 23,309 2,424,867 △2,121,256 326,920 ― 326,920

事 業 区 分 主要な商品・製品及びサービス
ブロードバンド関連 
サービス事業 

ブロードバンドインターネット回線(Yahoo! BB)利用者の獲得。 
CDN(コンテンツ・デリバリー・ネットワーク) 
「G-cluster(G-クラスタ)」 

CS放送サービス事業 「CSチューナー・アンテナの無料レンタル」や「番組ガイドを中心とした会報誌の配
送」といった独自のサービスを提供する会員組織の企画・運営等。 

メディアコンテンツ事業 「BBTV」を初めとするCATV事業者・通信事業者等へのコンテンツ供給。 
PC向けのコンテンツ配信。 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
(単位：千円)

  
(注) １ 事業区分の方法 

事業は、提出会社が顧客に対して提供するサービスの類似性に基づき、それぞれのサービスが訴求している市場の種類並
びに属性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

３ 事業区分の変更 
従来、事業区分は、顧客に対して提供するサービスの類似性に従い３事業に区分しておりましたが、当連結会計年度から、
従来の「ブロードバンド関連サービス事業」セグメントを、「CDN事業」、「ゲームオンデマンド事業」及び「ブロードバ
ンド事業」の区分に変更致しました。当連結会計年度から開始した事業を加え、６事業の区分で表示しております。 
この変更は、提出会社の事業組織の変更(事業部制への移行)に伴い、それぞれのサービスが訴求している市場の種類並びに
属性の違いを考慮して、事業の展開の実態をより明瞭に表示するために行ったものであります。 

  

  
メディア 
コンテンツ 
事業 

ゲーム 
オンデマンド
事業 

CDN事業 ブロード
バンド事業

CS放送
サービス 
事業 

その他 計
消去又は 
全社 連結 

Ⅰ 売上高及び
営 業 損 益

          

            
売上高           
(1)外部顧客に
対する売上
高 

1,705,511 160,190 1,140,828 2,269,148 3,998,641 865 9,275,185 ― 9,275,185

(2)セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,705,511 160,190 1,140,828 2,269,148 3,998,641 865 9,275,185 ― 9,275,185

営業費用 1,064,816 492,701 941,314 2,179,785 1,658,101 132,509 6,469,228 ― 6,469,228

営業利益又は 
営業損失(△) 640,694 △332,511 199,514 89,362 2,340,540 △131,644 2,805,956 ― 2,805,956

Ⅱ  資産、減価
償却費及び
資本的支出 

 
         

            

資産 418,111 868,656 556,870 195,657 542,507 40,142 2,621,946 2,377,883 4,999,829

減価償却費 4,679 40,479 2,429 5,284 396,908 880 450,662 ― 450,662

資本的支出 44,573 249,014 18,882 4,174 176,604 18,220 511,468 ― 511,468

事 業 区 分 主要な商品・製品及びサービス

メディアコンテンツ事業 
「BBTV」を初めとするCATV事業者・通信事業者等へのコンテンツ供給。 
PC向けのコンテンツ配信。 

ゲームオンデマンド事業 
インタラクティブなアプリケーションをプログラムのダウンロードなしで各種端末に
提供する技術である「G-cluster(G-クラスタ)」の提供。 
同技術を利用したゲームコンテンツの配信。 

CDN事業 
コンテンツをエンドユーザまで最適経路で配信するサービスであるコンテンツ・デリ
バリー・ネットワークの提供。 

ブロードバンド事業 
ブロードバンドインターネット回線(Yahoo! BB)などBBテクノロジー㈱が展開する各
種サービスの利用者の獲得業務等。 

CS放送サービス事業 
「CSチューナー・アンテナの無料レンタル」や「番組ガイドを中心とした会報誌の配
送」といった独自のサービスを提供する会員組織の企画・運営等。 



４ 営業費用の配賦方法の変更 
従来、全社共通営業費用(主に管理部門費)の各事業区分への配賦は、専ら各事業区分に所属する社員数を基準におこなって
おりましたが、当連結会計年度から、一部の費目についてはその属性を考慮し、各事業区分の売上高を基準に配賦しており
ます。 
この変更は、事業区分を変更したことに伴い、管理部門の各事業区分への貢献を検討した結果、上記の配賦方法による方
が、事業の状況をより適切に表示すると判断して行ったものであります。 

５ 当連結会計年度において、従来の全社共通営業費用配賦基準によって算出した事業の種類別セグメント情報は以下のとおり
です。 

(単位：千円)

６ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,377,883千円であり、提出会社での余資運用資金(現金、有価
証券等)等であります。 
  
  
【所在地別セグメント情報】 

  
  

【海外売上高】 

  
  

  
メディア 
コンテンツ 
事業 

ゲーム 
オンデマン
ド事業 

CDN事業 ブロード
バンド事業

CS放送
サービス 
事業 

その他 計
消去又は 
全社 連結 

売上高           
(1)外部顧客に
対する売上
高 

1,705,511 160,190 1,140,828 2,269,148 3,998,641 865 9,275,185 ― 9,275,185

(2)セグメント
間の内部売上
高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ― ―

計 1,705,511 160,190 1,140,828 2,269,148 3,998,641 865 9,275,185 ― 9,275,185

営業費用 1,132,155 582,168 1,002,630 2,148,965 1,447,542 155,766 6,469,228 ― 6,469,228

営業利益又は 
営業損失(△) 573,355 △421,978 138,198 120,183 2,551,098 △154,901 2,805,956 ― 2,805,956

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売上高に占める本邦の売上高の割合が90％を超える
ため、所在地別セグメント情報の記載は省略しており
ます。 
  

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売
上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に
占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セ
グメント情報の記載は省略しております。 
  

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載は
省略しております。 
  

同左 



【関連当事者との取引】 
前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) １ 上記金額には消費税等が含まれておりません。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 
資産譲渡取引の条件は、双方協議の上、一般取引と同様に決定しております。 

  
２ 兄弟会社等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 
リース取引の条件は、提出会社と関連を有しない第三者と同様の条件によっております。 
販売取次に係る取引条件は、双方協議の上締結した取次店契約書及び覚書に基づいており、一般的取引条件と同様に決定し
ております。 
受入補償金は、CDN取次店契約の不履行に係る補償金であり、双方の協議の上締結した取次店契約及び覚書に基づいてお
り、提出会社と関連を有しない第三者と同様の条件によっております。 
ソフトウェア制作委託に関する取引条件は、双方協議の上、一般取引と同様に決定しております。 

３ ウェブリース㈱は、同社の親会社(間接)であるソフトバンク・インベストメント㈱が平成17年３月15日に実施した公募増資
により、提出会社の兄弟会社ではなくなりました。 

  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金

(百万円)
事業の内容 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
ソ フ ト バ ン
ク・ブロード
メディア㈱ 

東京都 
港区 10,750

有 価証券
の 取 得・
保 有・運
用 

(被所有)
85.3 

間接(35.4)
３名

社債発行
  
  
  
金銭借入 
  
  
  
  
  
資産譲渡 
  
  

―
  
社債利息 
  
金銭借入 
借入返済 
  
支払利息 
  
  
BBTV 受信装
置の譲渡高 
  

―
  

3,756 
  
900,000 
1,750,000 
  

27,473 
  
  

1,216,779 
  
  

社債 
  
未払利息 
  
― 
  
  
― 
  
  
― 
  
  

221,550
 

 2,518
  
― 

  
  
― 
  
  
― 

  
  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金

(百万円)
事業の内容 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
の子会 
社 

ウェブリース
㈱ 

東京都 
港区 780

総合 
リース業 ― ―

セ ー ル・
ア ン ド・
リースバ
ック取引 

ケーブルTV
受信装置の
譲渡高 
  
リース料の
支払 
  

  
332,970 

  
  

429,966 

  
― 

  
  
買掛金 

 
― 

 
 

25,406

親会社 
の子会 
社 

ソフトバンク
BB㈱ 

東京都
港区 148,000

ADSL 
インフラ
開発業 

― ―

ブロード
バンド関
連サービ
スの販売
取次の受
託他 

ブロードバ
ンド関連サ
ービス売上 

4,854,072 売掛金 617,553

親会社 
の子会 
社 

ブロードメデ
ィア総研㈱ 

東京都
港区 10

ブロード
バンド関
連サービ
スの販売
代理店業
務他 

(被所有)
3.6 ２名

ブロード
バンド関
連サービ
スの販売
取次の委
託 

ブロードバ
ンド関連サ
ービス売上
原価 
  
受入補償金 
  

  
30,102 

  
  
  

19,614 
  

  
買掛金 
  
  
  
未収入金 
  

 
3,726
 
 
 

19,614
 

親会社 
の子会 
社 

OY 
Gamecluster 
Ltd. 

フィン
ランド 5千EURO

ソフトウ
ェア制作
受託 

― ―
ソフトウ
ェア制作
委託 

ソフトウェ
ア制作委託 89,761 未払金 274



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 上記金額には消費税等が含まれておりません。 
  
２ 兄弟会社等 

  

(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 
取引条件は、双方協議の上締結した契約書及び覚書に基づいており、一般的取引条件と同様に決定しております。 

３ BBテクノロジー㈱は、ソフトバンクBB㈱が平成17年12月１日付で社名変更したものであります。 
  
  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金

(百万円)
事業の内容 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
ソ フ ト バ ン
ク・ブロード
メディア㈱ 

東京都 
港区 100

有 価証券
の 取 得・
保 有・運
用 

(被所有)
66.7 

間接(19.8)
１名

社債発行
  

―
  
  
社債利息 
  

―
  

  
3,766 

  

一年以内償
還予定社債 
  
未払利息 
  

221,550
 
 

2,518
  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金

(百万円)
事業の内容 

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円) 役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 
の子会 
社 

BBテクノロジ
ー㈱ 

東京都
港区 119,900

ADSL 
インフラ
開発業 

― ―

ブロード
バンド関
連サービ
スの販売
取次の受
託他 
  
コンテン
ツの供給 
  
  
  
CDNサービ
スの供給 
  

ブロードバ
ンド事業売
上 
  
  
  
メディアコ
ンテンツ事
業売上 
  
  
CDN 事 業 売
上 

2,466,394 
  
  
  
  
  

79,970 
  
  
  
  

22,395 
  

売掛金 
  
  
  
  
  
売掛金 
  
  
  
  
売掛金 
  

240,604
 
 
 
 
 
140
 
 
 
 

3,080
 

親会社 
の子会 
社 

ビー・ビー・
ケーブル㈱ 

東京都
港区 100

ADSL 回 線
を利用し
た 放 送・
電子レン
タルビデ
オサービ
ス 

― ２名

 
  
コンテン
ツの供給 

 
メディアコ
ンテンツ事
業売上 
  
  

  
  

1,495,910 
  
  
  
  
  

  
売掛金 
  
前受金 
  
  

 
 

55,302
 

140,631
  

 
 

親会社 
の子会 
社 

TVバンク㈱ 東京都
港区 1,505

動 画コン
テンツサ
ービス事
業 

― ―

 
  
コンテン
ツの供給 

 
メディアコ
ンテンツ事
業売上 
  
  

  
  

24,069 
  
  
  
  
  

  
売掛金 
  
前受金 
  
  

 
 

7,875
 

56,075
  

 
 

親会社 
の子会 
社 

ブロードメデ
ィア総研㈱ 

東京都
港区 10

ブロード
バンド関
連サービ
スの販売
代理店業
務他 

(被所有)
3.5 １名

ブロード
バンド関
連サービ
スの販売
取次の委
託 

ブロードバ
ンド関連サ
ービス売上
原価 
  
  

  
42,419 

  
  
  
  
  

買掛金 
  
  
  
  

 
3,442
 
 

  
 
 



(１株当たり情報) 
  

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 ―円―銭 155円00銭 
１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

△61円42銭 96円86銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   92円47銭 
  なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につきまし
ては、１株当たり当期純損失が
計上されているため、記載して
おりません。 
  

提出会社は、平成17年５月20
日付で普通株式１株につき２株
の株式分割を行っております。 
なお、前連結会計年度期首に
当該株式分割が行われたと仮定
した場合の前連結会計年度にお
ける１株当たり情報について
は、以下のとおりとなります。 
  

前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

－円－銭 

１株当たり当期純損失金額 

30円71銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、
１株当たり当期純損失が計上
されているため記載しており
ません。 



 (注)１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

  
  

  
項目 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

    

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △513,454 1,645,319
普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△)(千円) 

△513,454 1,645,319

期中平均株式数(株) 8,360,495 16,987,256
    

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

    

当期純利益調整額(千円) ― ―
普通株式増加数(株) ― 804,893 
(うち新株引受権(株)) ― (593,667)
(うち新株予約権(株)) ― (211,226)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

―

平成17年第１回新株予約権(未行使
の新株予約権の数2,000個)  
なお、当該新株予約権の概要は「第
４ 提出会社の状況、１ 株式等の
状況、(2)新株予約権等の状況」に
記載しております。 



(重要な後発事象) 
前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  
１ 提出会社株式の分割(無償交付) 
提出会社は、平成17年３月１日開催の取締役会において、株式の流動性を高めるとともに、株主数の増加を図るこ
とを目的として、株式の分割(無償交付)に関し、下記の通り決議いたしました。 
(1) 株式分割の概要 
平成17年５月20日付をもって、次の通り普通株式１株を２株に分割する。 
1. 分割により増加する株式数 
普通株式8,395,100株 

2. 分割の方法 
平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１株につ
き２株の割合をもって分割する。 

(2) 配当起算日  平成17年４月１日 
(3) 提出会社が発行する株式の総数の増加 
平成17年５月20日付をもって提出会社の定款第５条を変更し、発行する株式の総数を32,000,000株増加して
64,000,000株とする。 

(4) その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取締役会において決定する。 
(5) 行使価額の調整 
今回の株式の分割に伴い、新株予約権証券及び新株予約権の行使価額を平成17年４月１日以降、次の通り調整す
る。 

(6) 当該株式分割が前連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び当
連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報は、それぞれ以下のとお
りとなります。 

  
２ CDNソリューションズ㈱の子会社化 

提出会社は、平成17年４月１日付で、CDNソリューションズ㈱の発行済株式の90%(13,500株)を、ブロードメ
ディア総研㈱から対価270,000千円にて取得いたしました。 
CDNソリューションズ㈱は、提出会社と同じくソフトバンク・ブロードメディア・グループの事業会社であ
り、事業領域的にも提出会社と近い関係にあります。従来、提出会社のCDN事業は米Speedera Networks社の技
術と提出会社が独自に構築した国内配信網を活用し、特に国内向け配信に強いサービスを提供してまいりまし
た。これに対してCDNソリューションズ㈱は米Akamai technologies社の国内最大のリセラーとして、特に海外
向け配信に強いサービスを提供してきましたが、この度、米国においてAkamai technologies社がSpeedera 
Networks社を買収することについての契約締結が発表されました。これを受けて提出会社は、ブロードバンド
時代に一層多様化する顧客企業のニーズに応えるために、Akamai technologies社、Speedera Networks社が、
それぞれが得意とするサービスを組み合わせて、最適なソリューションを顧客企業に提供していく体制を整え
ることを決定し、その一環としてCDNソリューションズ㈱の株式を取得いたしました。 
なお、対価の支払は自己資金により、銀行振込にて支払済みであります。 

銘柄 調整後行使価額 調整前行使価額 
第１回新株予約権証券 187.5円 375円
第２回新株予約権証券 187.5円 375円
平成16年度第１回新株予約権 931円 1,861円

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり純資産額 81円34銭 ― 
１株当たり当期純損失金額 71円06銭 30円71銭 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額につきましては、１株当たり当期
純損失が計上されているため、記載し
ておりません。 

同左 



CDNソリューションズ㈱の概要 

  
  

本社所在地 東京都港区
事業内容 コンテンツ・デリバリー・ネットワーク(CDN)事業
直近事業年度における概況  
 事業年度 平成17年３月期 
 資本金 600,000千円 
 総資産 170,834千円 
 売上高 668,743千円 
営業利益 158,901千円 
 経常利益 153,691千円 
 当期純利益 197,881千円 
 従業員数 ７名



  
当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  
１ 提出会社株式の分割(無償交付) 
提出会社は、平成18年１月25日開催の取締役会において、株式の流動性を高めるとともに、株主数の増加を図るこ
とを目的として、株式の分割(無償交付)に関し、下記の通り決議いたしました。 
(1) 株式分割の概要 
平成18年４月１日付をもって、次の通り普通株式１株を２株に分割する。 
1. 分割により増加する株式数 
普通株式17,356,400株 

2. 分割の方法 
平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１株につ
き２株の割合をもって分割する。 

(2) 株券交付日  平成18年５月19日 
(3) 配当起算日  平成18年４月１日 
(4) 提出会社が発行する株式の総数の増加 
平成18年４月１日付をもって提出会社の定款第５条を変更し、発行する株式の総数を64,000,000株増加して
128,000,000株とする。 

(5) その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取締役会において決定する。 
(6) 行使価額の調整 
今回の株式の分割に伴い、新株予約権証券及び新株予約権の行使価額を平成18年４月１日以降、次の通り調整す
る。 

(7) 当該株式分割が前連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報及び
当連結会計年度期首に行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１株当たり情報は、それぞれ以下のと
おりとなります。 

  
  
  

銘柄 調整後行使価額 調整前行使価額 
第１回新株予約権証券 93.8円 187.5円
第２回新株予約権証券 93.8円 187.5円
平成16年度第１回新株予約権 466円 931円
平成17年度第１回新株予約権 1,270円 2,539円

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり純資産額 ― 77円50銭 
１株当たり当期純利益金額 
又は純損失金額(△) 

△15円35銭 48円43銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額につきましては、１株当たり当期
純損失が計上されているため、記載し
ておりません。 

46円24銭 



⑤ 【連結附属明細表】 
【社債明細表】 

(注) １ ( )内書は、１年以内の償還予定額であります。 
２ 新株引受権付社債の内容 

なお、平成18年１月25日開催の取締役会において、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割することを決議いたしました。当該株式分
割後の発行価格は93.8円であります。 

３ 連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額 

  
【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 
２ 長期借入金の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額 

  
  
(2) 【その他】 
該当事項はありません。 

  
  
  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(％) 

担保 償還期限 

提出会社 
第1回無担保 
新株引受権付社債 

平成13年7月18日 206,250 
206,250 
(206,250) 

1.7 なし 
平成18年 
7月18日 

提出会社 
第2回無担保 
新株引受権付社債 

平成14年1月21日 15,300 
15,300 
(15,300) 

1.7 なし 
平成19年 
1月21日 

合計 ― ― 221,550 
221,550 
(221,550) 

― ― ― 

銘柄 新株引受権行使期間 株式の 
発行価格 
  
  
(円) 

発行価額の 
総額 
  
  

(千円) 

行使により 
発行した 
株式の発行 
価額の総額 
(千円) 

発行 
株式 

付与 
割合 
  
  
(％) 

新株引受権の譲渡に 
関する事項 

第1回 
平成13年８月１日から 
平成18年７月17日まで 

187.5 206,250 39,000 
普通 
株式 

100 
本社債と分離して譲渡
することができる。 

第2回 
平成14年２月１日から 
平成19年１月20日まで 

187.5 15,300 3,525 
普通 
株式 

100 
本社債と分離して譲渡
することができる。 

１年以内 
(千円) 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

221,550 ― ― ― ― 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 50,000 ― 1.9 ― 
１年以内返済予定の長期借入金 ― 2,351 1.0 ― 

長期借入金 ― 4,703 1.0 
平成19年５月 
～平成20年５月 

合計 50,000 7,055 ― ― 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

2,351 2,351 ― ― 



２ 【財務諸表等】 
(1) 【財務諸表】 
① 【貸借対照表】 

    
第９期 

(平成17年３月31日現在) 
第10期 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               
Ⅰ 流動資産               
１ 現金及び預金     1,560,043     2,028,007   
２ 売掛金 ※１   1,182,489     624,817   
３ 商品     ―     39,958   
４ 貯蔵品     48,194     ―   
５ 番組勘定     ―     378,729   
６ 前渡金     24,180     ―   
７ 前払費用     22,396     16,439   
８ 繰延税金資産     204,789     202,884   
９ 未収入金 ※１   146,951     41,507   
10 立替金     31,968     10,693   
11 短期貸付金     ―     10,000   
12 その他     29,244     ―   

貸倒引当金     △236,032     △13,536   
流動資産合計     3,014,226 82.0   3,339,501 67.1 

Ⅱ 固定資産               
１ 有形固定資産               
(1) 建物   6,265     8,058     

減価償却累計額   2,462 3,802   3,306 4,752   
(2) 工具器具備品   1,202,354     1,147,302     

減価償却累計額   791,127 411,226   903,614 243,687   
(3) 建設仮勘定     ―     13,412   
有形固定資産合計     415,029 11.3   261,853 5.3 

２ 無形固定資産               
(1) 特許権     725     625   
(2) 商標権     2,461     2,047   
(3) ソフトウェア     155,792     369,987   
(4) 電話加入権     72     127   
無形固定資産合計     159,051 4.3   372,788 7.5 

３ 投資その他の資産               
(1) 投資有価証券     2,853     220,870   
(2) 関係会社株式     43,624     723,124   
(3) 長期前払費用     3,618     ―   
(4) 繰延税金資産     5,361     18,579   
(5) 差入保証金     7,015     7,049   
(6) 保険積立金     24,915     29,898   
投資その他の資産合計     87,388 2.4   999,522 20.1 
固定資産合計     661,469 18.0   1,634,164 32.9 
資産合計     3,675,696 100.0   4,973,666 100.0 
                



  

  
  
  

    
第９期 

(平成17年３月31日現在) 
第10期 

(平成18年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)             

Ⅰ 流動負債               
１ 買掛金 ※１   504,863     409,128   
２ 短期借入金     50,000     ―   
３ 一年以内償還予定の社債     ―     221,550   
４ 未払金     189,719     245,651   
５ 未払費用     75,424     161,724   
６ 未払法人税等     568,512     856,504   
７ 未払消費税等     192,670     15,712   
８ 前受金     945,214     205,122   
９ 預り金     20,440     19,569   
10 その他     1,483     593   

流動負債合計     2,548,330 69.3   2,135,557 42.9 
Ⅱ 固定負債               
１ 社債     221,550     ―   
２ 役員退職慰労引当金     ―     45,583   
３ 預り保証金     31,601     31,402   
４ その他     4,467     ―   
固定負債合計     257,619 7.0   76,986 1.6 
負債合計     2,805,949 76.3   2,212,543 44.5 
                
(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※２   536,678 14.6   623,828 12.5 
Ⅱ 資本剰余金               
１ 資本準備金   162,815     250,526     

資本剰余金合計     162,815 4.4   250,526 5.0 
Ⅲ 利益剰余金               
１ 当期未処分利益   170,464     1,886,979     

利益剰余金合計     170,464 4.7   1,886,979 38.0 
Ⅳ 自己株式 ※３   △211 △0.0   △211 △0.0 

資本合計     869,746 23.7   2,761,122 55.5 
負債・資本合計     3,675,696 100.0   4,973,666 100.0 

                



② 【損益計算書】 

  
  

    
第９期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     10,935,382 100.0   8,634,829 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,848,710 62.6   3,774,736 43.7 

売上総利益     4,086,671 37.4   4,860,092 56.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 役員報酬   70,032     73,809     

２ 従業員給与   278,663     381,770     

３ 従業員賞与   88,582     133,935     

４ 法定福利費   42,846     55,221     

５ 役員退職慰労引当金繰入額   ―     9,166     

６ 雑給   59,967     64,958     

７ 業務委託費   448,027     389,140     

８ 荷造運賃   246,413     172,182     

９ 広告宣伝費   46,317     103,456     

10 販売促進費   3,384     35,026     

11 印刷費   221,471     163,434     

12 支払手数料   36,692     52,612     

13 支払報酬   28,252     36,858     

14 減価償却費   24,071     21,101     

15 長期前払費用償却   1,603     ―     

16 貸倒引当金繰入額   38,012     ―     

17 貸倒損失   14,809     ―     

18 その他   299,718 1,948,867 17.9 386,013 2,078,688 24.1 

営業利益     2,137,804 19.5   2,781,404 32.2 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※１ 63,809     118     

２ 為替差益   ―     2,825     

３ 受入手数料   15,373     ―     

４ 貯蔵品売却益   38,406     1,635     

５ その他   12,469 130,058 1.2 7,653 12,232 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息 ※２ 68,156     239     

２ 社債利息 ※２ 3,756     3,766     

３ 為替差損   7,196     ―     

４ 出資金組合損益分配損   ―     4,129     

５ その他   20,093 99,203 0.9 ― 8,135 0.0 

経常利益     2,168,659 19.8   2,785,501 32.3 

Ⅵ 特別利益               

 １ 投資有価証券売却益   4,695     ―     

 ２ 受入補償金 ※３ 19,614     ―     

 ３ 貸倒引当金戻入益 ※４ ― 24,309 0.2 182,438 182,438 2.1 

Ⅶ 特別損失               

１ 貯蔵品評価損 ※５ 6,575     22,666     

２ 固定資産除却損 ※６ 8,644     ―     

３ 関係会社株式売却損 ※７ 4,174,000     ―     

４ 投資有価証券評価損   48,750     2,496     

５ 投資有価証券売却損   ―     56     

６ 過年度役員退職慰労引当金 

繰入額 
※８ ― 4,237,970 38.7 42,416 67,637 0.8 

税引前当期純利益 
又は当期純損失(△) 

  △2,045,002 △18.7 2,900,302 33.6 

法人税、住民税及び事業税   767,294     1,195,099     

法人税等調整額   135,557 902,851 8.3 △11,312 1,183,787 13.7 
当期純利益 
又は当期純損失(△) 

  △2,947,853 △27.0 1,716,515 19.9 

前期繰越利益     3,118,317     170,464   

当期未処分利益     170,464     1,886,979   

                



売上原価明細書 

(注) ※１ CS放送サービス事業における、会員の解約に伴う取次店への支払手数料の戻入額(第９期43千円、第10期―千円)が相殺
されております。 

※２ CS放送サービス事業における、会員の解約に伴うCSチューナー・アンテナのリース契約に係る解約金(第９期50,281千
円、第10期2,928千円)が含まれております。 

  
  

  

    
第９期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 支払手数料 ※１ 4,828,444 70.5 1,985,583 52.6 
Ⅱ リース料 ※２ 600,192 8.8 190,761 5.0 
Ⅲ 減価償却費   1,054,036 15.4 426,971 11.3 
Ⅳ コンテンツ権利料   ― ― 605,832 16.1 
Ⅴ その他   366,036 5.3 565,586 15.0 
売上原価   6,848,710 100.0 3,774,736 100.0 



③ 【利益処分計算書】 
  

  

  

期別及び株主総会承認日   
第９期 

(平成17年６月17日) 
第10期 

(平成18年６月16日) 
区分   金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     170,464   1,886,979 
Ⅱ 利益処分額           
１ 配当金     ― 173,560 173,560 

Ⅲ 次期繰越利益     170,464   1,713,419 
            



重要な会計方針 
  

会計処理方法の変更 
  

項目 
第９期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基
準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法を採用して
おります。 

(2) その他有価証券で時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用して
おります。 
  

(1) 子会社株式及び関連会社株式 
同左 

  
(2) その他有価証券で時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用して
おります。 
なお、投資事業有限責任組合への出
資(証券取引法第２条第２項により有
価証券とみなされるもの)について
は、組合契約に規定される決算報告日
に応じて入手可能な最近の決算書を基
礎とし、持分相当額で取り込む方法に
よっております。損益の持分相当額に
ついては営業外損益に計上しておりま
す。 

２ デリバティブの評
価基準 

時価法を採用しております。 ―――――― 

３ 棚卸資産の評価基
準及び評価方法 

―――――― (1) 商品 
先入先出法による原価法を採用して
おります。 

  (1) 貯蔵品 
先入先出法による原価法を採用して
おります。 

―――――― 

  ―――――― (2) 番組勘定 
個別法による原価法を採用しており
ます。 

４ 固定資産の減価償
却の方法 

(1) 有形固定資産 
定率法を採用しております。 
  

(1) 有形固定資産 
同左 

  (2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における見込利用可能期
間(５年)に基づく定額法を採用してお
ります。 

(2) 無形固定資産 
同左 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。 
  

―――――― 

貸倒引当金 
同左 
  
  
  
  

役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支給に備えるため、
内規に基づく当期末要支給額を計上して
おります。 

６ リ―ス取引の処理
方法 

リ―ス物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リ―ス取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

同左 

７ その他財務諸表作
成のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理について 
消費税等の会計処理は税抜方式によっ
ております。 
  

同左 

第９期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― 
  

(固定資産の減損に係る会計基準) 
当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準
(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業
会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用
しております。これによる損益に与える影響はありま
せん。 
  



  
追加情報 

  

  

第９期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― 
  

当事業年度より、役員退職慰労金制度を導入し、役
員退職慰労金内規を制定したため、役員退職慰労引当
金を計上しております。これに伴い、当期発生額
9,166千円は、販売費及び一般管理費へ、過年度分
42,416千円は特別損失に計上しております。この結
果、営業利益及び経常利益は9,166千円、税引前当期
純利益は51,583千円それぞれ少なく計上されておりま
す。 
  



注記事項 
(貸借対照表関係) 

  

  

第９期 
(平成17年３月31日現在) 

第10期 
(平成18年３月31日現在) 

※１ 担保資産及び担保付債務 
担保資産 

担保付債務 

上記担保は、CSチューナー・アンテナに係るリー
ス債務113,269千円(上記買掛金5,218千円を含む)に
対して、現在及び将来において発生する、会員規約
に基づき会員に対して有する債権、マーケティング
契約に基づき委託放送会社に対して有する債権、並
びに会員及び取次店に対して有するCSチューナー・
アンテナの販売に係る債権を譲渡担保としたことに
より生じたものであります。なお、当事業年度末現
在の当該債権は、上記売掛金413,268千円及び未収
入金7,856千円であります。 
  

売掛金 413,268千円(譲渡担保)
未収入金  7,856千円(譲渡担保)
合計 421,125千円  

買掛金  5,218千円

―――――― 
  
  

※２ 会社が発行する株式の総数 
普通株式

  
32,000,000株

発行済株式総数 
普通株式

  
8,395,100株

    

※２ 会社が発行する株式の総数 
普通株式

  
64,000,000株

発行済株式総数 
普通株式

  
17,356,400株

    
    

※３ 自己株式の保有数 
普通株式

  
173株

    

※３ 自己株式の保有数 
普通株式

  
346株

    
―――――― 

  
４ 契約債務 
当社は、平成17年４月28日にSBIブロードバンドフ
ァンド１号投資事業有限責任組合に１口100,000千円
の出資をおこなう契約を締結致しました。当事業年度
末における同組合に対する払込額は25,000千円であ
り、残額75,000千円については同組合への出資義務を
負っております。 
  



(損益計算書関係) 
  

  
  

第９期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社に対する営業外収益 
受取利息 60,893千円
   

※１ 関係会社に対する営業外収益 
受取利息 85千円
   

※２ 関係会社に対する営業外費用 
支払利息 27,473千円
社債利息 3,756千円
   

※２ 関係会社に対する営業外費用 
社債利息 3,766千円
   

※３ ブロードメディア総研㈱のCDN取次店契約の不履
行に係る補償金 
  19,614千円

―――――― 
   

――――――― ※４ ClubiT CS衛星放送会の新規会員獲得の終了から
４年経過し、新規の発生がなくなったことに伴
い、従来、個別に引当を行っていた債権並びに引
当対象債権が減少したことによるものです。 

  
※５ CSチューナー・アンテナ等の評価減を行っており

ます。 
  6,575千円

※５ CSチューナー・アンテナ等の評価減を行っており
ます。 
  22,666千円

※６ 固定資産除却損の内訳 
   本社移転に伴い、以下の固定資産を除却しており

ます。 
建物 7,718千円
工具器具備品 926千円
   

―――――― 
  
  

   
   
   

※７ ビー・ビー・ケーブル㈱株式売却損 

  
  4,174,000千円

―――――― 
   

――――――― 
  

※８ 当事業年度より、役員退職慰労金制度を導入し、
役員退職慰労金内規を制定したため、役員退職慰
労引当金を計上しております。これに伴う過年度
分の計上額であります。 

  



(リース取引関係) 
  

  

第９期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 
  

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引 
  

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 
(CSチューナー 
・アンテナ等) 

1,280,016  879,710  400,305 

        

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 
(CSチューナー 
・アンテナ等) 

212,122 117,994 94,127 

        

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
  
１年内 334,357千円
１年超 78,410千円
合計 412,768千円
   

(2) 未経過リース料期末残高相当額等 
未経過リース料期末残高相当額 
１年内 51,941千円
１年超 47,920千円
合計 99,861千円
   

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額 
支払リース料 550,798千円
減価償却費相当額 476,792千円
支払利息相当額 44,956千円
   

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額及び減損損失、支払利息相当額 
支払リース料 189,950千円
減価償却費相当額 164,336千円
支払利息相当額 15,457千円
   

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額
とする定額法によっております。 
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。 
  

(5) 利息相当額の算定方法 
同左 

  (減損損失について) 
リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



  

  

第９期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ ビー・ビー・ケーブル㈱に転貸していたリース物件
の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 
    なお、当該取引は平成16年９月30日で終了しており
ます。 
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装置 ― ― ― 
ソフトウェア ― ― ― 

合計 ― ― ― 
        

―――――― 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
１年内 ― 千円
１年超 ― 千円
合計 ― 千円
   

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当
額 
支払リース料 84,600千円
減価償却費相当額 74,509千円
支払利息相当額 12,228千円
   

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額
とする定額法によっております。 
  

  

(5) 利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。 
  

  



(有価証券関係) 
第９期(平成17年３月31日現在) 
１. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
該当事項はありません。 
  
２. 時価評価されていない有価証券の内容 

  
３.当期中に売却したその他有価証券 

  
  

第10期(平成18年３月31日現在) 
１. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
該当事項はありません。 

  
  

 (デリバティブ取引関係) 
第９期(平成17年３月31日現在) 
デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  
  

  
  

区分 貸借対照表計上額(千円) 
関係会社株式 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 
43,624 

その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 

 
2,853 

合計 46,478

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 
5,046 4,695 ― 



(税効果会計関係) 
  

  

第９期 
(平成17年３月31日現在) 

第10期 
(平成18年３月31日現在) 

１ 連結納税制度 
連結納税制度を適用しております。 
  
２ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 

  

貸倒引当金損金算入限度超過額  73,417千円
貸倒損失否認  6,420千円
未払賞与否認  23,935千円
貯蔵品評価損否認  13,491千円
投資有価証券評価損否認  4,942千円
未払事業税  71,975千円
その他  15,967千円
繰延税金資産合計 210,150千円

１ 連結納税制度 
連結納税制度を適用しております。 
  
２ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 

  
  

貸倒引当金損金算入限度超過額 △16,935千円
貸倒損失否認 4,626千円
未払賞与否認 27,608千円
貯蔵品評価損否認 7,864千円
未払費用否認 40,715千円
未払事業税 92,908千円
買掛金否認 17,064千円
役員退職慰労引当金否認 18,547千円
その他 29,064千円
繰延税金資産合計 221,463千円

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
  
法定実効税率 40.69%
調整  
評価性引当額の減少  3.81%
ビー・ビー・ケーブル㈱の連結納税
グループ離脱に伴う同社株式譲渡損
益の修正 

△89.27%

その他  0.62%
税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

△44.15%

   

３ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
当事業年度につきましては、法定実効税率と税効果
会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実
効税率の100分の５以下であるため注記を省略してお
ります。 
   
   



(１株当たり情報) 
  

  
 

項目 
第９期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 103円60銭 159円09銭 
１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

△352円60銭 101円05銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   96円48銭 

  

  
なお、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額につきまして
は、１株当たり当期純損失が計上
されているため、記載しておりま
せん。 
  

  
当社は、平成17年５月20日付
で普通株式１株につき２株の株
式分割を行っております。 
なお、前期首に当該株式分割
が行われたと仮定した場合の前
事業年度における１株当たり情
報については以下のとおりとな
ります。 
  

  
  

第９期 

１株当たり純資産額 

51円80銭 

１株当たり当期純損失金額 

176円30銭 

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額については、
１株当たり当期純損失が計上
されているため記載しており
ません。 



  
(注)１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

  
項目 

第９期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第10期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

  
 

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △2,947,853 1,716,515

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―
普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失(△) (千円) 

△2,947,853 1,716,515

期中平均株式数(株) 8,360,495 16,987,256
    
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   
当期純利益調整額(千円) ― ―
普通株式増加数(株) ― 804,893 
(うち新株引受権(株)) ― (593,667)
(うち新株予約権(株)) ― (211,226)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

―

平成17年第１回新株予約権(未行使
の新株予約権の数2,000個)  
なお、当該新株予約権の概要は「第
４ 提出会社の状況、１ 株式等の
状況、(2)新株予約権等の状況」に
記載しております。 



(重要な後発事象) 
第９期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 
  
１ 提出会社株式の分割(無償交付) 
提出会社は、平成17年３月１日開催の取締役会において、株式の流動性を高めるとともに、株主数の増加を図るこ
とを目的として、株式の分割(無償交付)に関し、下記の通り決議いたしました。 
(1) 株式分割の概要 
平成17年５月20日付をもって、次の通り普通株式１株を２株に分割する。 
1. 分割により増加する株式数 
普通株式8,395,100株 

2. 分割の方法 
平成17年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１株につ
き２株の割合をもって分割する。 

(2) 配当起算日  平成17年４月１日 
(3) 提出会社が発行する株式の総数の増加 
平成17年５月20日付をもって提出会社の定款第５条を変更し、発行する株式の総数を32,000,000株増加して
64,000,000株とする。 

(4) その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取締役会において決定する。 
(5) 行使価額の調整 
今回の株式の分割に伴い、新株予約権証券及び新株予約権の行使価額を平成17年４月１日以降、次の通り調整す
る。 

(6) 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定し
た場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

２ CDNソリューションズ㈱の子会社化 
提出会社は、平成17年４月１日付で、CDNソリューションズ㈱の発行済株式の90%(13,500株)を、ブロードメ
ディア総研㈱から対価270,000千円にて取得いたしました。 
CDNソリューションズ㈱は、提出会社と同じくソフトバンク・ブロードメディア・グループの事業会社であ
り、事業領域的にも提出会社と近い関係にあります。従来、提出会社のCDN事業は米Speedera Networks社の技
術と提出会社が独自に構築した国内配信網を活用し、特に国内向け配信に強いサービスを提供してまいりまし
た。これに対してCDNソリューションズ㈱は米Akamai technologies社の国内最大のリセラーとして、特に海外
向け配信に強いサービスを提供してきましたが、この度、米国においてAkamai technologies社がSpeedera 
Networks社を買収することについての契約締結が発表されました。これを受けて提出会社は、ブロードバンド
時代に一層多様化する顧客企業のニーズに応えるために、Akamai technologies社、Speedera Networks社が、
それぞれが得意とするサービスを組み合わせて、最適なソリューションを顧客企業に提供していく体制を整え
ることを決定し、その一環としてCDNソリューションズ㈱の株式を取得いたしました。 
なお、対価の支払は自己資金により、銀行振込にて支払済みであります。 
  

銘柄 調整後行使価額 調整前行使価額 
第１回新株予約権証券 187.5円 375円
第２回新株予約権証券 187.5円 375円
平成16年度第１回新株予約権 931円 1,861円

項目 第８期 第９期 
１株当たり純資産額 227円76銭 51円80銭 
１株当たり当期純利益 
又は純損失(△)金額 

45円56銭 △176円30銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

43円54銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額につきましては、１株当たり当期
純損失が計上されているため、記載し
ておりません。 



CDNソリューションズ㈱の概要 

  

本社所在地 東京都港区
事業内容 コンテンツ・デリバリー・ネットワーク(CDN)事業
直近事業年度における概況  
 事業年度 平成17年３月期 
 資本金 600,000千円 
 総資産 170,834千円 
 売上高 668,743千円 
営業利益 158,901千円 
 経常利益 153,691千円 
 当期純利益 197,881千円 
 従業員数 ７名



  
第10期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  
１ 提出会社株式の分割(無償交付) 
提出会社は、平成18年１月25日開催の取締役会において、株式の流動性を高めるとともに、株主数の増加を図ること
を目的として、株式の分割(無償交付)に関し、下記の通り決議いたしました。 
(1) 株式分割の概要 
平成18年４月１日付をもって、次の通り普通株式１株を２株に分割する。 
1. 分割により増加する株式数 
普通株式17,356,400株 

2. 分割の方法 
平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株式数を、１株につ
き２株の割合をもって分割する。 

(2) 株券交付日  平成18年５月19日 
(3) 配当起算日  平成18年４月１日 
(4) 提出会社が発行する株式の総数の増加 
平成18年４月１日付をもって提出会社の定款第５条を変更し、発行する株式の総数を64,000,000株増加して
128,000,000株とする。 

(5) その他、この株式の分割に必要な事項は、今後の取締役会において決定する。 
(6) 行使価額の調整 
今回の株式の分割に伴い、新株予約権証券及び新株予約権の行使価額を平成18年４月１日以降、次の通り調整す
る。 

(7) 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定し
た場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

  
  

銘柄 調整後行使価額 調整前行使価額 
第１回新株予約権証券 93.8円 187.5円
第２回新株予約権証券 93.8円 187.5円
平成16年度第１回新株予約権 466円 931円
平成17年度第１回新株予約権 1,270円 2,539円

項目 第９期 第10期 
１株当たり純資産額 25円90銭 79円54銭 
１株当たり当期純利益金額 
又は純損失金額(△) 

△88円15銭 50円52銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額につきましては、１株当たり当期
純損失が計上されているため、記載し
ておりません。 

48円24銭 



④ 【附属明細表】 
【有価証券明細表】 
【株式】 

  
【その他】 

  
【有形固定資産等明細表】 

(注) １ 工具器具備品の当期増加額228,941千円は、リース期間を満了したCSチューナー、アンテナの買取175,241千円を含んでおり
ます。 

２ 工具器具備品の当期償却額には、一括償却額93,999千円を含んでおります。 
３ ソフトウェアの当期増加額には、ゲームオンデマンド事業用のソフトウェアの取得218,258千円を含んでおります。 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 
(投資有価証券)     
その他有価証券     
イー・ステージ㈱ 1,600 200,000 

計 1,600 200,000 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円) 
(投資有価証券)     
その他有価証券     
SBIブロードバンドファンド１号投資組合 １ 20,870 

計 １ 20,870 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は 

償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
(千円) 

差引当期末 
残高 
(千円) 

有形固定資産               
 建物 6,265 1,793 ― 8,058 3,306 843 4,752 
 工具器具備品 1,202,354 228,941 283,993 1,147,302 903,614 396,480 243,687 
 建設仮勘定 ― 13,412 ― 13,412 ― ― 13,412 
有形固定資産計 1,208,619 244,148 283,993 1,168,774 906,920 397,324 261,853 
無形固定資産               
特許権 800 ― ― 800 175 100 625 
 商標権 4,133 ― ― 4,133 2,085 413 2,047 
 ソフトウェア 235,044 270,137 5,705 499,475 129,487 50,236 369,987 
 電話加入権 72 54 ― 127 ― ― 127 
無形固定資産計 240,050 270,191 5,705 504,536 131,747 50,749 372,788 
長期前払費用 19,853 ― 19,853 ― ― 3,618 ― 



【資本金等明細表】 

  
  
  

【引当金明細表】 

(注) １ 当連結会計年度より、役員退職慰労金制度を導入し、役員退職慰労金内規を制定したため、役員退職慰労引当金を計上し
ております。 

２ 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、ClubiT CS衛星放送会の新規会員獲得の終了から４年経過し、新規の発生がなくな
ったことに伴い、従来、個別に引当を行っていた債権並びに引当対象債権が減少したことによる戻入です。 

  
  
  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
資本金(千円) 536,678 87,149 ― 623,828 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注) (株) (8,395,100) (8,961,300) (―) (17,356,400)
普通株式(注) (千円) 536,678 87,149 ― 623,828 

計 (株) (8,395,100) (8,961,300) (―) (17,356,400)
計 (千円) 536,678 87,149 ― 623,828 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 
株式払込剰余金
(注) 

(千円) 162,815 87,711 ― 250,526 

計 (千円) 162,815 87,711 ― 250,526 

利益準備金及び 
任意積立金 

― (千円) ― ― ― ― 
計 (千円) ― ― ― ― 

(注) １ 発行済株式の当期増加の内訳は次のとおりであります。    
第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使による増加 462,000株  
第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使による増加 13,000株  
平成16年度第１回新株予約権の行使による増加 91,200株  
平成17年５月20日付けの株式分割(１：２)による増加 8,395,100株  

２ 資本金の当期増加額の内訳は次のとおりであります。    
第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使による増加 43,428千円  
第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使による増加 1,222千円  
平成16年度第１回新株予約権の行使による増加 42,499千円  

３ 資本準備金の当期増加額の内訳は次のとおりであります。    
第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使による増加 44,063千円  
第２回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使による増加 1,239千円  
平成16年度第１回新株予約権の行使による増加 42,408千円  

４ 当期末における自己株式数は346株であります。    

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 236,032 33,647 40,057 216,086 13,536 
役員退職慰労引当金 ― 51,583 6,000 ― 45,583 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 
① 資産の部 
イ 現金及び預金 

  

  
ロ 売掛金 
(イ)相手先別内訳 

  

(注) BBテクノロジー㈱は、ソフトバンクBB㈱が平成17年12月１日付で社名変更したものであります。 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 当期発生高には、消費税等が含まれております。 
  

ハ 商品 
  

  
ニ 番組勘定 

  

  
ホ 関係会社株式 

  

  

区分 金額(千円) 
現金 ― 
預金   
普通預金 2,028,007 

合計 2,028,007 

相手先 金額(千円) 
CS会員 144,395 
BBテクノロジー㈱ 129,883 
㈱ジェイ・スポーツ・ブロードキャスティング 93,551 
ビー・ビー・ケーブル㈱ 55,640 
ヤフー㈱ 25,612 
その他 175,735 

合計 624,817 

期首残高(千円) 当期発生高(千円) 当期回収高(千円) 当期末残高(千円) 回収率(％) 滞留期間(日) 
1,182,489 9,062,402 9,620,073 624,817 93.90 36 

区分 金額(千円) 
ゲームパッド 28,442 
その他 11,516 

合計 39,958 

区分 金額(千円) 
映像コンテンツ 250,443 
ゲームコンテンツ 128,285 

合計 378,729 

区分 金額(千円) 
Oy Gamecluster Ltd. 350,000 
CDNソリューションズ㈱ 270,000 
ルネサンス・アカデミー㈱ 59,500 
㈱アリスネット 33,624 
クラリネット㈱ 10,000 

合計 723,124 



② 負債の部 
  

イ 買掛金 
  

  
ロ 未払金 

  

  
ハ 未払法人税等 

  

  
 (3) 【その他】 
該当事項はありません。 

  
  
  

相手先 金額(千円) 
㈱カプコン 100,211 
㈱エグゼコミュニケーションズ 67,765 
㈲プロスパーネット 41,937 
㈱ジェイ・スポーツ・ブロードキャスティング 34,636 
アイ・ティー・テレコム㈱ 28,648 
その他 135,928 

合計 409,128 

相手先 金額(千円) 
㈱ディーエムエス 26,448 
㈱ビックショット 21,766 
中央青山監査法人 18,900 
㈱もしもしホットライン 16,257 
㈱東京ニュース通信社 14,387 
その他 147,891 

合計 245,651 

相手先 金額(千円) 
法人税 574,188 
法人住民税・法人事業税 282,316 

合計 856,504 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年６月16日の定時株主総会の決議により定款の一部変更が行われ、提出会社の公告方法は次のとおりとなりました。 
電子公告。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に
掲載しておこないます。なお、会社法第440条第４項の規定により、当該公告に決算公告は含まれておりません。公告掲載
URL://www.clubit.co.jp/ 

決算期 ３月31日 
定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヵ月以内 
基準日 ３月31日 
株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券 
中間配当基準日 ９月30日 
１単元の株式数 100株 
株式の名義書換   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 
新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 
みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 
みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 
公告掲載方法 日本経済新聞 
株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 
(1) 親会社等の名称 
ソフトバンク株式会社(継続開示会社であり、東京証券取引所市場第一部に上場しております) 
ソフトバンク・ブロードメディア株式会社(非継続開示会社であります) 
  
  

(2) 株式の所有者別状況 
ソフトバンク・ブロードメディア株式会社 

平成18年３月31日現在 

  
  
(3) 大株主の状況 
ソフトバンク・ブロードメディア株式会社 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数１株) 
単元未満 
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― ― ― 1 ― ― ― 1 ― 

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 215,000 ― ― ― 215,000 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ― 

氏名又は名称 住所 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ソフトバンク株式会社 東京都港区東新橋１丁目９-１ 215 100.00 
計 ― 215 100.00 



(4) 役員の状況 
ソフトバンク・ブロードメディア株式会社 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 ― 橋 本 太 郎 昭和33年６月５日生

昭和57年４月
平成８年５月 

  
平成10年５月 

  
  

  
平成12年３月 

  
  

平成14年９月 
  

平成16年６月 
  

平成16年９月 
  

平成17年６月 
  

平成17年７月 
  

平成18年４月 

野村證券株式会社入社
ソフトバンク株式会社入社 
同社財務経理部企業投資室長 
日本デジタル放送サービス株式会
社(現：株式会社スカイパーフェ
クト・コミュニケーションズ)常
務取締役 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社代表取締役(現任) 
提出会社代表取締役社長(現任) 
ブロードメディア総研株式会社代
表取締役(現任) 
ブロードメディア・スタジオ株式
会社代表取締役(現任) 
ビー・ビー・ケーブル株式会社取
締役(現任) 
エックスドライブ・ジャパン株式
会社代表取締役(現任) 
Oy Gamecluster Ltd.取締役会長
(現任) 
CMX株式会社代表取締役社長(現
任) 

―

取締役 ― 笠 井 和 彦 昭和12年１月16日生

昭和34年４月 株式会社富士銀行入行

―

昭和62年６月 同行取締役ニューヨーク支店長 
平成２年５月 同行常務取締役
平成３年６月 同行専務取締役
平成４年５月 同行副頭取
平成10年４月 安田信託銀行株式会社(現みずほ

信託銀行株式会社)顧問 
平成10年６月 同行取締役会長
平成12年４月 同行取締役相談役
平成12年６月 ソフトバンク株式会社顧問 
平成12年６月 同社取締役(現任)
平成15年６月 ソフトバンク・ブロードメディア

株式会社取締役(現任) 
平成17年１月 福岡ソフトバンクホークス代表取

締役社長兼オーナー代行(現任) 
平成17年６月 福岡ソフトバンクホークスマーケ

ティング株式会社会長兼代表取締
役社長(現任) 

取締役 ― 多 田   彰 昭和42年11月28日生

昭和63年４月
  

平成15年９月 
平成16年４月 

  
平成17年４月 

  
平成18年１月 

  
平成18年３月 

国際電信電話株式会社(現：KDDI
株式会社)入社 
日本テレコム株式会社入社 
日本テレコム株式会社戦略企画部
長 
日本テレコム株式会社経営企画部
長 
ソフトバンク株式会社関連事業室
長補佐(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社取締役(現任) 

―

監査役 ― 西 村   弘 昭和16年９月14日生

昭和40年４月
  

平成５年10月 
平成８年６月 
平成13年10月 

  
  

平成17年６月 
  

安田信託銀行株式会社(現：みず
ほ信託銀行株式会社)入行 
安田UCカード株式会社常務取締役 
安信信用保証株式会社常務取締役 
ビー・ビー・テクノロジー株式会
社(現：BBテクノロジー株式会社)
監査役(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社監査役(現任) 

―



  

  
  
(5) 貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等 
ソフトバンク・ブロードメディア株式会社 
貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。ま
た、監査役の監査報告書及び会計監査人の監査報告書も添付しております。 
  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 ― 須 崎 將 人 昭和28年１月11日生

昭和50年４月
平成10年２月 
平成14年２月 

  
平成18年３月 

三菱商事株式会社入社
泰国三菱商事会社副社長 
ソフトバンク株式会社入社 
同社法務部長(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社監査役(現任) 

―

監査役 ― 塚 本 和 之 昭和21年８月１日生

昭和45年４月
昭和63年８月 

  
平成12年７月 

  
平成17年６月 

  
  
  
  
  

平成17年10月 

日立造船株式会社入社
日本データネット株式会社(現：
ソフトバンク株式会社)入社 
ソフトバンク株式会社経理部担当
部長 
ビー・ビー・ケーブル株式会社監
査役(現任) 
ソフトバンク・ブロードメディア
株式会社監査役(現任) 
ソフトバンク・ヒューマンキャピ
タル株式会社監査役(現任) 
ディー・コープ株式会社出向 管
理本部長(現任) 

―

計 ―



２ 【その他の参考情報】 
当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  
  

(1) 有価証券報告書及びその添付書
類 

事業年度 
(第９期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 
  

平成17年６月22日 
関東財務局長に提出 
  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 上記有価証券報告書の訂正報告書 
  

平成17年６月24日 
関東財務局長に提出 

  

(3) 半期報告書 事業年度 
(第10期中) 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

平成17年12月７日 
関東財務局長に提出 
  

(4) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等
の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の
規定に基づく臨時報告書 

  

平成18年４月20日 
関東財務局長に提出 
  

(5) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等
の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の
規定に基づく臨時報告書 

  

平成18年６月15日 
関東財務局長に提出 
  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
  
  
  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月１７日

ク ラ ビ ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラビット株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結損益計算書及び連結キャッシ

ュ・フロー計算書について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラビット株式

会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に、株式分割及び株式の取得が記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 江 島   智 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月１６日

ク ラ ビ ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラビット株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラビット株式

会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載のとおり、会社は事業区分の方法及び全社共通営業費用の配賦方法

を変更している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１日付をもって株式分割を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 江 島   智 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月１７日

ク ラ ビ ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラビット株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラビット株式会社

の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に、株式分割及び株式の取得が記載されている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 江 島   智  

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月１６日

ク ラ ビ ッ ト 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているクラビット株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、クラビット株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１日付をもって株式分割を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 江 島   智 
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